
サステイナブル都市報告書(1996年)

『サステイナ ブル都市最終 報告書 』(Expert Group on the Urban Environment,1996)は 、都

市環境専門家グループが これ まで に出した最大の成果である[図4-4]。1994年 に集約 さ

れた優れ た実践事例ガイ ドと中間報告書を経て、1996年 に最終報告書が公表された。欧州

委員会の名前で発表 された文書ではな く、外部の独立 した専門家グループが作成 している

ため、直ちにEUの 政策を動かす 力には欠ける。だが、 ここに示されたEUに おけるサス

テイナ ブル都市の基本理念は、それまで個々の都市がバ ラバ ラに取 り組んできた試み に共

通の理念的な裏づけを与え、地域政策な ど複数分野の政策に多大な影響を及ぼす ことにな

った。

本論では、同報告書の示す理念か ら日米の考 え方 と比較 して最 も違 いが顕著な視点 とし

て、① 市場の限界 を知 って市場を活用す る、②環境 ・経済 ・社会文化 を統合的に とらえる、

の2点 に注目 して考察す る。

図4-4『 サ ス テ イ ナ ブル 都 市 報 告 書 』(Expert Group on the Urban Environment,1996)表
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① 市場の限界 を知って市場を活用する

先述 したよ うに、1992年 の環境政策 の転機は、環境 政策の目標よ り手段が問われる方向

に向かった。よ り高い基準を設定 して監視 していく手法が行き詰 まり、市場メカニズムを

活用す る手法が低 コス トと効率のよさで注 目されるよ うになった。本報告書で も、都市の

サステイナ ビリティを高めるために市場メカニズムを活用することの有用性を強調 してい



る15。ただ し、市場を活用す るにあたって、市場を疑 い市場の限界 を直視することを忘れ

ていない。クリン トン大統領の下でまとめ られた報告書 「サステイナブル米国の実現のた

めに」(Sitarz,1998)は 、市場に対す る全幅の信頼に基づき、サステイナ ビリティ実現のた

めに市場メカニズムを積極 的に活用することを提言 している。市場メカニズムに着 目して

いる点では共通 しているが、サステイナ ビリティへ向けた取組みの どこに市場を位置づけ

るかについて、欧州 と米国の温度差が見 られ る。

1996年 欧州サステイナブル シテ ィ報告書は、環境容量を大前提としたサステイナ ビリテ

ィへの取組み の枠内で、市場活用の可能性を位置づけている。

都市マネジメン トの原則を考えるにあたって、アジェンダ21を 振 り返って、「サステイ

ナブルな開発は、それがはっき りした形で計画 されたときのみ、実現される。市場の力や、

無自覚的で定かな方向性を持たないよ うな事象は、サステイナビリティを危 うくする深刻

な問題を解決す ることはできな い」 と述べている。なぜ市場 まかせではサステイナ ブルな

発展が望めないのかについて、「市場 と都市のサステイナビリティはそれぞれ構造 とダイナ

ミズム との間 に必然的な関係がないか らである。最も簡単な理由は、外部不経済 と位置づ

け られる環境が しば しば価格に反映されていないか らである。より根本的な理 由は、経済

が 『公共財』を管理できな いからである。公共財は、取引不可能で、排他的に一個人によ

って消費され るものではなく、価値が減衰することなく同時に複数の人が享受 できるもの

である」と指摘 している。

本報告書に示 されたサステイナ ブル都市マネジメン トのためのツールは、サステイナビ

リティを目標 に掲げて 「事業活動や市場の動きを変更 ・制限す るものである」としている。

自由を制限する可能性のある困難な合意形成を達成するために、本報告書は、民主的な政

治プロセスに期待 を寄せている。EUは 、サステイナブル都市マネジメン ト16の道筋を 『社

会契約 』の可能性に見出そ うとして いる。本報告書には 「もっと福利厚生を高めるために

はひ とりひ とりが 自分たちの行動に集 団的制約を課す ことを自主的に受け入れる、その こ

とを通 して市民社会が形成 される ・・と考える政治学の 『社会契約 』モデル には、サステ

イナブル都市マネジメン トの解法が含 まれているかもしれない」という記述が見 られる。

さらに、「開発利益 と環境負荷」のバランスシー トで計画を決定する ことの誤 りを指摘 し、

企業経営を応用 して都市をマネジメン トする ことに警笛 を鳴 らしている。「計画 を立てる者

は、環境容量 を確認 し、その限界を超えな いようにすべき」であ り、「計画策定 は 『需要先

導』であるよ りは、『供給制約的』であるべきである」 と戒めている。

②環境、経済、社会文化を統合的にとらえる

1996年 サステイナブル都市報告書は、いわゆる自然環境保全よ りはるかに広 いサステイ

ナブルな発展の概念に基づ いている。「サステイナブルな発展 とは、経済、社会そ して文化

的な次元 を持ち合わせ、現在における様々な人間相互の公平性や世代相互の公平性を含 む

15 P.ホールとU .フェイファーは、「市場経済あるいは市場を取り入れた経済下において、計画規制は、市

場の動向を考慮したほうが効果的であることが多い。(中略)市 場の動向を無視した土地利用規制は成功

しにくい。とはいえ、計画は、市場の動きが 自滅的に陥りより広い社会の要請に目をつむるようになった

場合、市場の傾向に抗してなされなければならない」と述べている(Hall and Pfeiffer,2000)。
16 わが国では

、〈ufban management>に 都市経営という訳語が当てられている。都市行政に企業の経営感

覚を導入し、マーケットの力を借 りて問題解決を図ろうとする傾向が強まっている。



概念である」 としている。先述の世代間公平性を重視 したブル ン トラン ト報告 による定義

と、サ ックスの提示 した環境重視 の開発の5つ の次元を統合 した定義となっている。

本報告書では、社会的なサステイナビリティを左右する要因 として、「基本的なサービス、

教育、職業訓練、保健衛生、住宅、雇用」に加えて 「都市空間の質のよ うな物理的な側面」

を上げている。これは1990年 の都市環境緑書で、都市環境の物理的な側面が盛 り込 まれた

ことを踏襲 している。南側都市の歴史中心地区の再生 も、サステイナブル都市の取組みの

文脈 に絡め取 られていった。都市環境における物理的な側面を強調 して歴史中心地区を都

市環境 の文化的資産 として評価 し、その空洞化が都市のサステイナ ビリティを脅かしてい

るという見方をしている。

イ ンナーシティにおける失業やマイ ノリティの問題 を、社会 的サステイナビ リティ17の

文脈で論 じている。 これ までの都市成長が 「物質的な豊か さを集積することに専念 し、環

境的、社会的負荷をあま り省みよ うとして こなかった」 ことを自省 し、負荷 にさらされ る

リスクが豊かな市民よ り貧 しい市民のほうに集中しやすいことが社会的サステイナビリテ

ィを危 うくしている、という見解 を示 して いる。「リスクの違いによる社会が、社会階級構

造に取って代わるのか、あるいは リスク社会が現在の階級社会 を統合 し同化す る方向に働

くかが問われる」。

欧州においてサステイナビリティは、環境保全 を中心 とした従来の環境政策 の枠内で新

たな方向性を示す概念ではない。サステイナビリティは、縦割 り政策を横断す る軸として

戦略的に位置づけられ、既存の都市政策領域をすっぽ り包み込む傘のような ものである。

したがって、サステイナビリティ目標 に照 らして既存の政策を組み替える必要性がでてく

る。サステイナビリティへ向けて都市政策の大転換 を促すために、本報告書はエコシステ

ム思想の導入 を提案 して いる。環境、経済、社会文化を統合 したサステイナ ブルな都市の

あり方を、自然生態系にみ られる循環モデルに見出そ うとしている。

サステイナ ビリティの統合的アプローチには、上述の水平方向の統合に加えて、垂直方

向の統合も欠かせない。垂直方向 とは、地球規模 にはじま り、EU、 各国、地域、地方政

府間の統合である。都市に 「環境問題 を解決する可能性の高い糸 口が多くある」 という認

識に立ち、本報告書は、都市マネジメン トに当た る者が 「都市に住む人たちの社会的、経

済的、文化的な要請に適 うように配慮す る一方で、地方、地域、地球規模 の自然の体系を

尊重 し、可能な場合は地方規模で問題解決を心がけ、問題 を外部に転嫁した り、将来の世

代に先延ば しにしてはな らな い」 と述べている。都市にフォーカス してサステイナビリテ

ィへ向けて取 り組むことは、「都市に内在す る問題」だ けでな く、 「都市に起因する問題」

も解決 しようとするものである(佐 無田、2001)。

サステイナブル都市報告書は、4-7章 で個別分野の政策 目標 を例示して いる。自然資

源の管理運営、温室効果 ガスの排出規制、エネルギー問題、生物多様性の維持、失業問題、

経済活性化、文化的多様性の維持、利便性、都市再生、観光など、多岐 にわたる政策につ

いて実例 をあげて述べて いる。 しか し、自明な個別政策 目標の達成の集積ではサステイナ

ビリティは実現 しないと考 えられている点を見落 としてはな らない。本報告書は、「これ ら

17 わが国においてサステイナビリティは、一般的に環境問題の用語として理解 されており、このようにサ

ステイナビリティを社会文化的な側面にまで広げた考え方が希薄である。



の個別政策 目標 ははじめか ら与え られている ものではなく、『市民の生活の質を構成 してい

る要素 とは何か』を多 くの人々が集 まって検討 していく中で具体化 されて くるものである」

(植田、2001)と 強調 し、水平 ・垂直双方 に統合されたサステイナブルシティ政策の全体

像を描き出 している。

欧州サステイナブル都市キ ャンペーン

「欧州サステイナブル都市キ ャンペー ン」は、先の報告書と並ぶサステイナブル都市プ

ロジェク トのもうひとつの柱である。EUレ ベルで、サステイナブル都市を目指す都市の

ネ ッ トワークづ くりを支援するものである。

1994年 、サステイナブル都市 プロジェク トを遂行する欧州委員会(主 に環境総局)と 専

門家 グループおよび国際環境 自治体協議会ICLEIの 協力を得て、地方 自治体、NPO組 織な

ど計600団 体の代表がデ ンマークのオールボーに集 まり、第1回 欧州サステイナブル都市

会議が開催 された。4日 間に及んだ会議 は 『オールボー憲章』(Sustainable Cities and Towns

Campaign,1994)を 採択 し、380自 治体 と5NPOが 憲章 に調印、サステイナビリティへ向

けて取 り組む意思 を表明した。オールボー憲章は3部 より成る。第1部 はサステイナビ リ

ティへ向けて都市の共通の了解を明 らかにしている。オールボー憲章 と前後 して、専門家

グループが欧州サステイナブル都市 中間報告書を示 してお り、オールボー憲章第1部 は報

告書のエ ッセ ンスを抽出 した内容 となって いた。第2部 は、「欧州サ ステイナブル都市キャ

ンペー ン」の始動への同意である。第3部 は、「地方版アジェンダ21」 策定を1996年 の次

回会議を目標に推進する ことに同意する内容だった。

オールボー憲章が欧州諸都市の幅広 い賛同を得たのを受けて、キャンペー ン事務局は憲

章に合意 した都市相互の情報交換のプラッ トフォームをイ ンターネ ッ ト上に立ち上げた18。

単に個々の都市が情報 を共有す るだけではな く、既存の都市や地方関連ネッ トワーク組織

との連携 を強化す ることになった。

また、ICLEI欧 州支部は、欧州委環境総局か ら資金支援 を受けて、地方サステイナ ビリ

ティの優れた実例を紹介するホームページ19を立ち上げた。 ここで紹介されている事例は

100に のぼり、中身は多彩である。中世都市のボローニ ャは、半径4.5kmの 中心地区で車

の一方通行、速度制限規制を導入 した。 フランクフル トは、排熱利用コ ・ジェネ レーショ

ン ・システムの導入な どによって2010年 まで に二酸化炭素排出量の50%削 減を目指 して

いた。ベル リンも欧州地域 開発基金の支援 を得て二酸化炭素、窒素酸化物対策に取組 んで

いた。大都市だけではない。オース トリアの歴史都市グラーツは、中心街区での地域暖房

システムの普及、太陽熱の利用、新 築建物での固形燃料の使用禁止な どによって2010年 ま

でに二酸化炭素排出量 を半減す る努力を していた。そのほかの排気ガスにつ いて も、60%

削減する 目標 を掲げた。独仏国境 に近い ドイツの産業都市カールスルー工は、国鉄の軌道

に連結 して市営の軽量車両を運転す るシステムを開発 し、郊外居住者の公共交通機関の利

用 を促進 していた。

北イタ リアの トリノは欧州で最大規模 の市場を市中心部に抱えているが、周辺丘陵地の

18 http://www .sustainable-cities. org/

19 Local Sustainability http://www3 .iclei.org/egpis



農家が生産する果物や野菜 に品質管理制度を導入す ることによって新たな市場 を開拓 して

いた。それ と同時に、生 ごみを有機肥料 として農家 に循環 させる しくみを開発 して いた。

トリノの試みは、EUが 資金面でバ ックアップしているECOS地 域間協力提案制度 を通 じ

てほかの都市にも紹介 された。 トリノは、ベルギー、ポル トガル、 トル コな ど同 じよ うな

課題 を抱えている都市との間で、技術開発や情報交換の面でパー トナーシップの関係にあ

る。

また、欧州都市環境アカデ ミーEAUE20も 、サステイナブル都市プロジェク トの受託事業

として、欧州サステイナ ブル都市発展データベースSURBAN21を イ ンターネ ット上に立ち

上げた。

キャンペーンは、都市や都市ネッ トワー ク組織 にインターネッ ト上で自己紹介できる場

を与え、各都市の取組みを共有する しくみ を整えた。 これを下地 に、インターネッ トの双

方向性 を利用 し、サステイナビリティへ向けた取組みで協働できる相手を探すお見合 いシ

ステムをつくりあげた。イ ンターネ ッ トという新 しいツールの利点を巧みに活かし、都市

相互、ネ ットワーク相互の交流を促進 し、相乗効果 を生む ことに成功 した。

オールボーに次ぐ第2回 欧州サステイナブル都市会議は、ポル トガルのリスボンで開か

れた。 これ に先立ち発表 された1996年 の専 門家 グルー プ報告書 を受 けて、行動 計画

(Sustainable Cities and Towns Campaign,1996)が 提示 された。

サステイナブル都市プロジェク トの終 了す る2000年 に、第3回 ハ ノーバー会議が開催さ

れた(Sustainable Cities and Towns Campaign,2000)。 報告書でも明示されているように、欧

州サステイナブル都市の取組みでは、「イデオロギーに根 ざ した尺度で手法を取捨選択せず、

…多様なアプローチを実験 的に導入する姿勢」が重んじられている。専門家グルー プが報

告書で理念的な構築を先鋭化 させてきた一方で、オールボー憲章以後、キャンペー ンはイ

ンターネッ ト上で収集 した諸都市における実験の成果 を集積 させ、ハ ノーバー会議ではよ

り現実的なサステイナブル都市像 に一歩近づいた。オールボー憲章に調印 した自治体など

の総数 も670に ふ くらみ、地方 レベルでサステイナビ リティへ向けた取組みが確実 に広が

っていった。

欧州サステイナブル都市キャンペーンが目的とする地方版アジェンダ21の 普及を加速

するために、キャンペーンと協働で欧州地方地域評議会CEMRは 、1996年 に欧州サステ

イナブル都市賞を創設 した。この賞にはEU域 内に限 らず欧州全域の都市が応募できる。

1996年 には、グラーツ(オ ース トリア)、 デン ・ハーグ(オ ランダ)、 レスター(英)ほ か

5都 市、1997年の第2回 には100に のぼる応募の中か らハイデルベルグ(独)、カル ビア(西)、

ス トックホルム(ス ウェーデ ン)の3都 市が選ばれた。1999年 の第3回 では応募自治体 の

うち、次期加盟を目指す東欧諸国の都市が1/3を 占め、受賞 した4都 市に加 えて、東欧都

20 E urop〓ische Akademie f〓r st〓dtischeUmwelt.http://www.eaue.de _都 市環境 緑書(1990年)

と連動 し、ベ ル リン地域(L〓nd)政 府 の発案 で、1991年 に創 設 された 。第XI総 局 か ら資

金 支援 を受 け、 セ ミナーな どを通 して、都 市 が相互 に交 流 し、都 市環 境 問題 と取 り組 む こ

とを 目的 として い る。

21 http://www .eaue.de/winuwd



市特別賞が グダニ スクに与え られた。サステイナブル都市キャンペーンは、EU加 盟 に先

立って東欧都 市がサステイナ ビリティに取 り組む ことを促そ うとしてきた。

欧州サステイナ ブル都市キャンペー ンは、多様な主体が環境都市情報 を交換 し合 う場を

強化す ることで、取組みの輪を広げ、環境政策を推進 していく新たな手法の可能性を示 し

たといえる。サステイナブル シティを目指すネッ トワー クが急速 に広がった背景には、イ

ンターネ ットの普及な ど情報技術の進歩 もあったが、 目的や利害 を共 にする多様なNPO

団体の活動による社会の情報化があった。

それぞれ主体の個性を生か した貢献があった といえるが、サステイナブル都 市プロジェ

ク トの2本 柱である報告書 とキャンペーンの双方 に効果的な働きかけをした ロビー活動主

体 として先述 したユーロシテ ィが際立っている。ユー ロシティの環境小委員会 は、EUの

サステイナブル シティ政策 に積極的に関わってきた。1991年 に発足 した都市環境専門家 グ

ループの一員 に、ユー ロシティの環境小委員会コーディネーターのA.フ ァンデフェ ンが

参画 し、1996年 『欧州サステイナブル都市報告書』作成 に携わった。サステイナブル都市

キャンペー ンの運営にも参加 している。近年では、サステイナブル都市キャンペー ンと協

働で、サステイナブル都市指標づ くりとその普及に力を入れている。

1990年 代、EUは 環境面か らサステイナブル都市へ強い関心を示 した。しか し、サステ

イナブルシティ政策の主題 はあくまでも各都市にあり、そ の実践が各都市の自主性 に委ね

られていることになん ら変わ りはない。環境総局はサステイナブルシティに関する研究成

果を公開す る一方、都市ネッ トワークの形成 を支援 し、報告書とキャンペー ンの二人三脚

で各都市がサステイナ ビリティへ向けて行動 しやすい土壌 を醸成 してきた。EUの 環境政

策には、 トップダウンの強権は与えられていない。EUは 、地方 レベル におけるサステイ

ナ ビリティへの関心がボ トムア ップのかたちで高まり、各都市の取組みが堅固に育って く

ることを、距離を置 いて見守ってきた。

2000年 以降

第5次 環境行動計画が2000年 に終了し、EUレ ベルでのサステイナ ブル都市への取組み

は、再び節目を迎えた。プロデ ィ委員長の下で、スウェーデン人M・ ウォルス トロムが新

しく欧州委環境担当委員に就任 し、EU環 境政策 自体が大きく転換 した。彼女は、2001年

2月 に第6次 環境行動計画(EC-Environment,2000b)を 公表す るにあた り、「環境政策はEU

のサクセスス トー リーのひ とつである。EU法 のおかげで、私たちは以前よ りきれ いな空

気 と安全な飲み水 を享受できるよ うになった。 しか し、まだ現実には問題が残って いる」

「EU環 境政策 を一本の果樹にた とえるな らば、私たちは今、30年 前に植えた木の果実に

ようや くありつ いたところである。 しか し、まだ下枝の果実 しか手に届かな い。よ り高い

ところ、より離れた枝の果実を手に入れるためには、新 しい発想が求められ る」 と述べ、

環境政策に新 しい道 筋をつける決意 を示 した。

「環境2010:私 たちの未来、私たちの選択」と題した第6次 環境行動計画(2001-10年)

は、①市民や営利団体への情報交換 を促進 し、意識 を高め、彼 らの関与を促す、② 市場 に

対 して環境改善 の適切な動機付けを与える、③他領域の政策に環境政策 を確実 に統合する、

の3つ の優先 目的のため に新 しい手法を開発 し、その導入を提唱 して いる。欧州が全体的

に新 自由主義に傾斜 しつつあるのを受けて、市場メカニズムを活用 しなが ら環境 目標達成



の政策展開を加速する考え方を示 した点が特徴である。1990年 代、欧州で社会 民主主義が

伸張 していたころにまとめ られたサステイナブル都市報告書が、市場の暴走を警戒 し、市

場メカニズムの活用に対 して慎重で、市場の力よ り民主的な社会契約 によ りサステイナビ

リティの実現 を目指そ うとしたこととは距離がある。

第6次 計画を作成するにあた り、環境総局は第5次 計画の成果 と問題を分析する ことか

ら着手 した。そ して、2000年 「グローバルアセスメン ト-欧 州の環境、将来に向けて どう

進めばよいのか?」(EC-Environment,2000a)が まとめ られた。地球温暖化、大気、自然生

態系保全、水、都市環境、 沿岸地域、廃棄物、および核開発ほか3種 の危機管理の7優 先

課題について、第5次 環境行動計画の達成度 を分析 している。また、エネルギー問題、環

境法整備、展開された政策手法の効果な どに検討が加え られている。第5次 環境計画 を一

定程度肯定的に評価 した上で、加盟各国の法整備や取組みが不十分だったために必ず しも

十分な成果を上げていないと指摘 している。EUレ ベルの環境政策には強制力がないため

に、環境目標の実現は結局の ところ加盟各国頼みでしかなかった。EUは 、2002年 ヨハネ

スブルグ国連環境 開発会議を、地球環境問題でEUの 存在感をアピールする好機ととらえ

ていた。2002年 会議 を目標に、EUの 環境 目標達成に向けて即効性のある対策が求め られ

た。

市場がクローズアップされる影で、サ ステイナ ビリティへ向けて都市や地方の役割が重

視された1990年 代環境政策の特徴は、2000年 以降薄 らいでいった。環境総局が第5次 計

画を評価分析 したグローバルアセス メン トに対 して、EUレ ベルの異なる利害を代表す る

組織な どから意見が寄せ られ、第6次 環境計画作成に向けてオープンな議論が展開された。

EU地 域諮問委員会は、「グローバルアセスメ ントでは、地域や地方 自治体がその努力に値

する評価を受けていない。都市環境問題に相応の力点が置かれていない」 と不満を示 して

いる。また、 「アジェンダ21地 方版の普及や欧州サステイナブル都市キャンペー ンは、将

来展開の期待できる成果をいくつか上げたが、あまりにも限定的だった」との見解に立ち、

「自然環境だけではな く、サステイナビリティの経済、社会的側面 を考慮 し、都市部 に対

して統合的な発展政策が緊急に求め られている」 と訴えている(CoR,2000)。 結局、第5

次環境行動計画 の下で展開されたサステイナブル都市プロジェク トは適切な評価 を得 られ

ず、第6次 環境行動計画では地方の役割が軽 く見 られ る傾向にある22。

サステイナブル都市プロジェク トの中心的な役割を担ってきた都市環境専門家 グループ

は、サステイナブル都市へ の取組みが実践段階 に入ったのにともない、1999年 以降、複数

の分科会 に姿 を変え、環境総局と欧州サステイナブル都市キャンペー ンをつないでいる。

1999年 、欧州共通指標づ くりのための分科会が立ち上げられ、2000年 のセビリア会合の成

果をまとめて10の 欧州共通指標 を提示 した。現在、100に のぼる地域 ・地方自治体が この

サステイナビリティ指標を試験運用 している。また2001年 までに、サステイナブルな土地

22 2004年
、環境 総局は、『都市環境 に関する課題別戦略 に向けて 』(EC Environment,2004)と い う文書 を準

備 中で ある。2005年 最 終案 をまとめる前 に、2003年6月 に、都市環境 につ いてのステイクホルダー らの

意見 を聞き、議論す る場 を設けている。欧州 地方地域評議会CEMRと ユ ー ロシテ ィが コーデ ィネー ター

となり、欧州サ ステ イナブル都市キャンペ ーンのネ ッ トワークを活 用し、地方 自治体や他 のネ ッ トワー ク

組織 の意見 を集約 して意見書(Sustainable Cities and Towns Campaign,2003)を ま とめている。他 に、営利

団体組織、学識 経験 者グルー プ、関連NPOが 、意見 書を提出 している。



利用、環境法の定着に向けた統合的アプローチ について検討する2つ の分科会が加わった。

近 々、サ ステイナ ビリティへ向けた都市デザ インのグルー プも新設される。

サステイナ ブル都市の取組みは、環境容量を大前提 としてサステイナ ビリティの目標 を

定め、市場を牽制する姿勢 を貫いている。しかし、地方で実践に移す段階では、頼みの指

標が どの程度の普遍性を持つ ものにな るかは未知数である。 また、EUレ ベルの環境政策

が方向転換 をしたために、欧州サステイナブル都市キャンペー ンは環境総局 と以前ほ ど緊

密な関係にはな い23。サステイナビリティを目指す都市ネッ トワークの盛 り上が りは、1994

年オールボー憲章か ら1996年 リスボ ン行動計画のころが頂点だった と思われ る[表3,4,

5-1:環 境政策]。

欧州地方地域評議会との協働でスター トした欧州サステイナブル都市賞は、1999年 以来
一時途絶えた

。2000年 のハ ノーバー会議以後、類似の会議開催が遠のいた。都市相互の情

報交換の中身は、EUレ ベルの補助金情報が主な関心事 になっているとも言われている。

官製ボ トムアップネッ トワークの脆 さを露呈することになった。

EU環 境総局が都市への関心 を弱めた2000年 以降、サステイナブル シティへの取組みを

持続 させるべ く新たな展開を模索す る胎動がボ トムアップで始 まって いる。2002年 に、キ

ャンペー ンが中心 となって欧州サステイナブル都市賞の再開を決定 し、2003年 には、応募

65都 市か ら、フェラーラ(伊)、 ハイデルベルグ(独)、 オスロ(ノ ルウェー)の 三都市が

受賞 した。いずれ も、社会 ・経済 ・環境 を統合 したサステイナブルな発展 を目指す取組み

や市民組織 との協働のしくみが高 く評価 された。今後は隔年で開催が予定 されている。 ま

た、2004年6月 に、初回と同じデ ンマークのオールボーでサステイナ ブル都市会議が開催

され ることになった。

II.4-4.小 括

EUレ ベル環境政策は、1990年 に都市環境緑書を提示 し、環境問題 を都市の文脈で とら

える必要性に初めて着 目した。緑書は、都市環境問題がいわゆる 「自然環境を守ろう」的

発想では対処 しきれない広範囲の問題をは らんでいることを示唆 した。地域開発向け予算

枠 の獲得 という野望に後押 しされていた とはいえ、環境の視点か ら都市環境の社会的、物

理的、空間的な側面 に光を当てている点が見逃せない。

このよ うに環境政策面か ら都市への関心が高まっていた ところに、環境政策がサステイ

ナブル シティへの取組みを強めていくきっかけとなったのは、1992年 リオ地球環境サ ミッ

トだった。アジェンダ21採 択 によ り、「サステイナブルな発展」が地球規模の合意 とな り、

翌年発効 したマース トリヒ ト条約にも 「サステイナブル」 の語が盛 り込 まれてEUの 発展

の方向 を示す言葉 となった。これを受けて、環境政策総局は1993年 第5次 環境行動計画に

着手 し、サステイナブル都市プロジェク トを展開していった。そ の成果が、欧州のサステ

23 2004年 現 在
、サステイナブル都市キ ャンペー ンは 、イ タリア ローカル アジェンダ21コ ー デ ィネー ショ

ンA21L、 ハ ノーバ ー市、バ ルセ ロナ市、マル メ市の協賛金 を得ている。欧州委都市環境専門家 グルー プ、

都市地域 リサイ クル協会ACRR、 気 候連盟、欧州地方地域評議会CEMR、 エ ネルギー シテ ィ、ユー ロシテ

ィ、地方環境イニ シアテ ィブ評議会ICLEI、Medシ テ ィ、バル ト海都市連合、WHO健 康 都市プ ロジ ェク

ト、世界都市連合FMCU-UTOと のパー トナー シップで運営 されてい る。



イナブル シティ思想 をまとめた1996年 サステイナブル都市報告書 とサステイナブルシテ

ィを目指す 自治体 ネッ トワーク活動のサステイナブル都市キャンペー ンである[表3,4,

5-1:環 境政策]。

1990年 代、EU環 境政策が深く関わ り、 このように大きな盛 り上が りをみせ た環境面か

らのサステイナブル シティの取組みであったが、2000年 以降、EU環 境総局は都市へ の関

心を薄 めている。各都市に浸透 したサステイナビリティへの取組みが、 これか ら本格 的に

自立軌道に乗って展開 されていくのか どうか。1990年 代、EUが リーダーシップを発揮 し

たサステイナブル シテ ィ政策 の真価が問われるのは、EUの 手を離れた これか らだ といえ

る。



〈付録〉欧州サステイナブル都市最終報告書 概要版

European Sustainable Cities Final Report 

(Expert Group on the Urban Environment, 1996) 

 Executive Summary

〈都市環境専門家グループ〉

都市環境専門家グループは1991年 、都市環境緑書の公表 を受けて欧州委員会によ り設置

された。本グループは独立 した組織で、加盟国代表 と、 どの組織 にも属さな い専門家によ

って構成されて いる。専門家グループに付託 された事項は、緑書に示された閣僚理事会の

決定により下記の通 りである。

・将来の都市計画および土地利用計画の戦略に、環境 に関する課題を どのよ うに織 り込

む ことができるかについて考察する

・欧州委員会がEUの 環境政策の枠組みの中でどのように都市環境の領域 を展開す るこ

とができるかについて提言する

・EUが 都市環境の改善 に一層貢献するための方策を検討する

いま、主要な環境政策 をめぐる議論は、サステイナブル開発、 とりわけサステイナブル

都市開発に焦点がある。専門家グループは、サステイナブル都市プロジェク トを通 じて こ

れ らの議論に貢献する。

〈サステイナ ブル都市プロジェク ト〉

環境アジェンダ(協議事項)の領域が広がっているという認識 を踏 まえ、1993年 、専門家

グループは、1993-96年 を期間とするサステイナブル都市プロジェク トの第1期 を立ち上

げた。プ ロジェク トの主要 目標は以下の通 りである。

・欧州諸都市が置かれた状況の中で、サステイナ ビリティについての考え方を発展させ

ることに貢献す る

・これまでの経験を幅広 く交換 し合う土壌 を育てる

・地方 レベルでサステイナビリティの優れた実践事例を普及 させ、 しっか り腰 を据えた

取組み とする

・1991年 の評議会決定で求 められたように、EU、 加盟国、地域そ して地方のそれぞれ

の レベルの政策に影響を及ぼす提言を作成する

本報告書は、サステイナブル都市 プロジェク トの主要な成果であ り、1996年10月 にリ

スボ ン(ポ ル トガル)で 開催される第2回 サステイナブル都市欧州会議に向けての重要な

予備文書 となる。サステイナブル都市プロジェク トのほかの成果 としては、以下の ものが

ある。 「優れた実践事例 ガイ ド(Good Practice Guide)」、EGPIS(European Good Practice

Information System)、 特定の目標 グループを対象にした 「ターゲッ ト別報告概要」、そ して

個々の加盟国のニーズに応 じた プロジェク ト普及会議の開催などである。1994年5月 、第

1回 サステイナブル都市欧州会議がオールボー(デンマーク)で開催 中に欧州サステイナブ

ル都市キャンペー ンがスター トし、情報 と経験の交換が一層促進されるよ うになって いる。

加えてネ ッ トワーク型パー トナー(CEMR、Eurocities、ICLEI、UTO、WHO)が 都市間の

情報お よび経験の共有に、あるいは地方 レベルでの実験的/模 範的プロジェク トに基づ い



た助言活動な どに、積極的にかかわっている。

〈欧州サステイナブル都市報告書〉

欧州サステイナブル都市報告書は、サステイナビリティの概念を都市地域に適用す るこ

とに焦点を合わせている。報告書の表題は欧州サステイナブル都市報告書 となって いるが、

都市だけではな く、都市中心部か ら郊外、小さな町までの、いろいろな階位の都市化社会

について も取 り扱っている。本報告書はまた、都市地域 と都市 システム全体 のサステイナ

ビリティの問題 を扱 っている。専門家グループの見解 によれば、それ らのことを追求する

のに必要なサステイナブル開発の原則 とそのメカニズムは、あらゆる階位の都市化社会に

適用可能である。 しか し、 ここでの焦点は、都市 レベルにある。

本報告書は、環境面 と同時 に制度的側面にも焦点を合わせている。地方政府がサステイ

ナビリティに取 り組む能力にも関心を寄せて いる。(サステイナ ビリティに関わる)優 れた

普遍的なマネジメン ト事例 がます ます欧州の地方政府 らしさを示す特徴 になってきている。

本報告書は、そのことを活用することの重要性について も認識 している。サステイナ ビリ

ティへの取組みは、既存の政策や組織機構に対する新鮮なモ ノの見方や、環境に配慮 した

行動をす るときに依拠できる しっか りした一連の行動原則を必要 としている。

本報告書は、幅広 い読者層を想定 している。首長や議員、 自治体の幹部 ・職員、都市環

境の専門家などは、サ ステイナビ リティ都市マネジメントで重要な役割を担 っている。 し

かしまた、取組みが成功するかは、地域コミュニティの積極的な関与 と、あ らゆるレベル

において強力で頼 りにな る政府組織のその枠組みの範囲で民間およびボランティア部門 と

パー トナー シップを形成できるかにかかっている。政治的な リーダー シップ とその関与な

くして前進はあり得ない。

〈 ローカ ル ・アク シ ョ ンの領域 〉

部分的には、加盟国 によってそれぞれの階位の地方政府 に付与された責任が違って いる

ことを反映し、都市環境 の取組みに対する法的、組織的な拠 りどころも、加盟国の間で明

らかに違っている。さらに都市は地理的条件 も異なっている。本報告書は、あ らゆる都市

に適用可能な一般的な解決法を提示するものではない。そ うではな くて、本報告書が提唱

しているのは、都市が地方 民主主義の伝統や優れたマネジメント、そ して専門知識 を生か

しつつ、それぞれの地方の状況 に適 した革新的なアプローチ(問 題解決法)を 見出す こと

ができる--そ の支え となる枠組みを用意することである。

責任 と権限がいかなる ものであれ、全欧の地方政府は既 に、その多岐 にわたる役割 を遂

行する ことによってサステイナビリティの 目標 を前進 させ うる有利な立場にある。

地方自治体は直接 、間接 のサー ビス供給者であり、規制当局であ り、たとえば リーダー

であり、あるいはコミュニティ情報の提供者、呼びかけ人、ア ドバイザー、パー トナー、

地域資源の動員者、討論や議論 の先導者の立場にいる。それゆえに、その地方の環境 をサ

ステイナブル ・マネジメン トす る際に、いろいろな レベルにまたがる共同戦略を構 築す る

のに最 もふさわしい立場にいる。そうした地方政府の行動は、地球規模でのサステイナ ビ

リティへの取組みを力強いもの とし、よ り完全な ものとす る。

サステイナブル開発の 目標 には、衝突し合 う課題 をめぐって重大な選択をすることや、



コミュニティでの暮 らしに大きな変化 を引き起 こす ことな どが含 まれて いるが、それ を上

か ら一方的に押 し付けることはできない。地方コミュニティの参加 と関与によって成就さ

れなければな らない。サステイナブル開発に至るそれぞれの道筋は、地方 レベルで考え出

されなければな らない。

天然資源か ら廃棄物や汚染物質への直線的な流れ を、エコシステムの循環系の、 自己調

整型の流れに転換 させ ること--地 方 自治体 の役割は、それ を確実に遂行す るローカル ・

エコシステムのマネジャー役でなければな らない。

〈サステイナブル都市 に好 ましい条件〉

本報告書の第2章 では、国際的な レベル、欧州および加盟国、そ して地方レベルでの政

策展開の進捗状況について考察 している。 いまは欧州都市 にとって、国際的な取組みで重

要な役割 を担いなが ら行動をお こす好機 である。

1991年 以来、EUは 、環境保護の取組みを強化するために尽力 してきた。環境政策 は、

サステイナブル開発の課題 を前進 させ る方向 に政策転換されてきた。都市 レベルでの環境

政策の形成および取組み に対 しては、EU法 が確固たる裏づけを与えてきた。マース トリ

ヒト条約 は、主要な政策 目標のひとつ としてサステイナブルな成長の促進 をうたっている。

また、ほかの政策に環境保護 を織 り込む ことを明白に求めて いる。1993-2000年 の環境ア

ジェンダを決めた第5次 環境行動計画は、対症療法にとどまらず、む しろ環境問題の根本

的な原因を探ろうとしている。同計画は、 トップダウ ン方式 によるアプローチよりは、連

帯 し、責任 を分担する考え方を重視 している。

都市マネジメン トのアプローチ法 を考える ときに、欧州都市はまた、豊富に集積されて

きた国際的経験や取組みに学ぶ ことができる。1992年6月 の地球環境サミッ トでECと 全

加盟国は、気候変動 と生物多様性に関する議定書に調印 し、アジェンダ21--地 方政府が

極めて重要な役割を演 じる ことになるサステイナブル開発のための地球規模のアクション

プラン--に も深 く関わ ることになった。都市でサステイナブル開発に取 り組むときに必

要 となる適切なメカニズムや手段については、国際的な プロジェク トやアジェンダ21な ど

の経験を通じて一定のコンセ ンサスが形成 されつつある。

さらに加盟国内の政策体系も、地方政府 レベルでのサステイナビリティへの取組みを一

段 と支援する方向にある。 しか し、国のサステイナビリティに向けての戦略は、必ず しも

はっきり都市 を意識 したものとはなっていな い。サステイナブル開発戦略 に取 り組んでい

る国々においても、都市政策がサステイナ ビリティの目標 を明確 にはもってはいない。そ

れゆえに目標を設定 し、都市地域 におけるサステイナ ビリティの達成度を評価 し、モニタ

リングす るときに使用できるよ うな、ワンセ ッ トの明瞭な原則を定めてお くことが必要と

なる。それ らの諸原則は、以下に記述する通 りである。

〈都市マネジメン トの原則〉

サステイナブル開発は、それがはっきりした形で計画 されたときのみ、実現 され る。市

場の力や、無 自覚的で定かな方向性 を持たな いような事象は、サステイナビリテイを危 う

くする深刻な問題 を解決す ることはできない。

広範囲の問題を一括して検討する、問題の優先順位についてはっき りした決定 を下す、



同時 に既定の課題 を達成す るために個々の政策対象 と結び付けて管理 とイ ンセ ンティブ、

そ して動機づ けの長期的な枠組みを構築する--ア ジェンダ21は 、そ うした取組みについ

て総合的な手法 を定めて いる。

サステイナブル都市マネジメン トの手法は、政策統合に必要な土台を整えるために、環

境、社会、そ して経済的問題を取 り扱 う一連の政策手段 を必要としている。多様な政策手

段が ある--環 境、社会、経済 に関する都市マネジメントの課題を別々に扱 う政策手段が

ある一方、これ らの課題 を結び付けようとする政策手段がある。本章では、都市マネジメ

ン ト手法に利用できる環境政策手段 に焦点を合わせている。

5つ の主な環境政策手段群が提唱されている。協 力と連携、政策統合、市場 メカニズム、

情報 マネジメン ト、そ して評価 とモニタリングである。それぞれの政策手段は、サステイ

ナ ブル都市マネジメン トの統合システムにとって基本的な構成要件 と考え られている。 こ

れ らの政策手段をどう使 い、組み合わせ るかに定石はない。すなわち、サステイナ ビリテ

ィに歩を進めるのにはいく通 りもの道筋がある。加盟各国、各都市 によってよって制度面、

環境面 の文脈が違 ってお り、それぞれ に独 自のアプローチが必要 となる。最終的な 目標は

統合 された都市マネジメント手法 を確立する ことにあるが、都市マネジメ ン ト手法 を構成

する要件は、いろいろな利害関係者の相互のや り取 りを通 じてよ り良いものに改善 されて

いくものである。

これ らの政策手段の取 り扱いと利用を通 じて、現在欧州域内で行われているのに比べて

もっと広 く、積極 的な政府の、特 に地方政府の役割評価 を行 うことが必要 となる。サステ

イナ ビリティ ・マネジメン トは、本質的には都市のガバナンス(統 治)に 影響を及ぼす政

治的な取組みである。 この報告書で提唱されている政策手段は、思惑 に基づ く同業者仲間

の取 引やマーケッ トの動きを修正 し、市場外か ら設定 したサステイナ ビリティ目標の範囲

にそれ らの動を制限しようとす るものである。 これらの政策手段を取 り入れる ことによっ

て、サステイナビリティのための都市政策形成は、恐 らくこれまで一般的に認識されてい

た ものよ りもはるかに広 い範囲を対象 とし、強力かつ野心的なものとなるだろう。

もしひ とび とが啓発 され、自分たちの選択の結果について正確な情報提供がな され るな

らば、民主的選択の政治プロセスを踏む ことによって、サステイナビ リティ目標 とそれを

達成す るための手段を合法化することができる。サステイナビリティを危 うくする多 くの

問題は、ひとびとが自分たちの自由を制約す ることを受容す るときにのみ、唯 一解決可能

である。 これ らの制約は、影響を受けるひ とび とがその選択 をす るか、少な くても容認す

るときのみ受け入れ られる。もっと福利厚生を高めるためにはひ とりひ とりが 自分た ちの

行動に集団的制約 を課す ことを自主的に受け入れ る、そのことを通 して市民社会が形成さ

る--と 考える政治学の 「社会契約」モデルには、サステイナブル都市マネ ジメン トの解

法が含 まれて いるかもしれない。

〈政策統合の原則〉

第5次 環境行動計画で中心的な要件 となって いる連携 と統合は、責任のシェア(分 かち

合 い)と いう寛容な考え方 と補完性の原則を結びつけることによって達成される。専門家

グループは、欧州サステイナブル都市報告書で提起された提言について詳述 し、政治的、

組織的な取組みで水平/垂 直的統合を促進するように求めている。



水平的統合は、サステイナ ビリテ ィの社会的、環境的、あるいは経済的な統合を通 じて

シナジー(そ れぞれの働きが全体 によい効果を生む)を 実現するために、すなわちサステ

イナ ビリティへ の取組み を刺激す るために必要である。水平的統合では、都市間、地域 と

国の機関、そ してEU内--そ れぞれの政策分野間での統合が必要である。政策分野間、

あるいはセクター間で統合に向か う動きは既 に始 まっている。 しか し、専門領域 を超えて

働 く専門家の能 力と経験 をさらに開発 し、 自分の専門以外の政策分野やセクターについて

理解 を深めることが必要である。それゆえに、専門教育と トレーニ ング ・プログラムは、

分野 を超えて働 く仕事が求める、 もっと広義の内容を提供できるよ うに手直 しされなけれ

ばならな い。

EUと 加盟国、そ して地域、地方政府 のあ らゆるレベルを縦断 して垂直統合することが

同じよ うに大事である。垂直統合 によって政策 と行動をしっか り結び付けることができれ

ば、地方 レベルでのサステイナ ビ リティの展開が加盟国政府やEUに よる決定や行動によ

って弱体化されるような ことがな くな る。

〈エコシステム思想の原則〉

エコシステム思想は、都市 というものは絶えざる変化 と発展のさなかにある複雑系であ

る、 という考え方を力説 している。エコシステム思想は、ひ とび とが能力を発揮する余地

や多様性をどう展開するかな どのソフ ト面 と同 じように、エネルギー、自然資源、廃棄物

の発生な どの物質面 も流れのある もの(フ ロー)として、あるいは連鎖 した もの として捉え

ている。そうした流れや連鎖 を維持 し、再生 し、刺激 し、そ して閉鎖することがサステイ

ナブル開発につながる。交通や輸送規制な どはそのひ とつの事例であ り、エコシステム思

想の大切な要件 となっている。エコシステム思想の物質的な側面を分析すると、都市サス

テイナビリティの基本原則である2元 的ネ ッ トワーク対応に帰着す る。

2元 的ネ ットワーク対応は、水系の循環的ネッ トワークと社会基盤系ネッ トワークのふ

た通 りのネッ トワークか ら成 り立ってお り、エコシステム思想の諸原則に立脚 し、地域及

び地方での都市開発の枠組みを備 えている。 これは生態学的に触発された計画策定法であ

り、社会基盤系ネ ッ トワークについては、 ビジネスやオフィス仕事、大衆 レジャー、農業

な ど高度 にダイナ ミックな用途 に対 して政策誘導効果 を発揮すると考え られて いる。一方、

水系ネ ッ トワークの場合は、水の回収や 自然ののんびりしたレクレー ションなど低度のダ

イナ ミックな用途 に影響を及ぼす。水系ネッ トワークは生態学的な枠組み に発展する余地

があるのに対 し、社会基盤系ネッ トワークは交通 を中心 として都市の ノー ド(接 続中継点)

を決め、居住区の境界を定めることができる。2系 のネ ットワークを結び付けることによ

って都市開発 を誘導 し、いろいろな都市的用途の立地を確定するための枠組みを得ること

ができる。

〈協 力と連携の原則〉

いろいろな階層 と組織 そ して利害関係者間の協力と連携は、サステイナ ブルへの取組

みにとって重要な要件となっている。協力と連携 によって、それぞれの組織や機関が広範

囲の市民の利益か らかけ離れた ところで 自分たちだけのアジェンダを追求 しがちにな るの

を抑える ことになる。第5次 環境行動計画が提起 したように、責任のシェアの原則に沿っ



て幅広 い活動主体 と機 関が共同行動を起 こす ときのみ、大方の問題は解決 しうるのである。

サステイナブル都市プロジェク トは、「実践 に学ぶ」ことの大切さを強調 している。意思

決定やマネジメン トに参加する ことは、組織や個 々人がお互 いに向上 し合うプロセスに携

わ るということを意味 している。サステイナブル都市マネジメン トを学びのプロセス と考

えれば、サステイナビリティに向けて最初の一歩を踏み出 したときの主張の正 しさを補強

し、実験の大事さを際立たせ ることにもなる。都市同士が経験をシェアすることを通 して

多 くのことを学ぶ ことができる。

この報告書では特に、2つ の領域の連携 を奨励 している。第1は 地方自治体 の運営 に焦

点がある。それには専門教育や トレーニ ング、専門領域 を超 えて働 くこと、パー トナーシ

ップやネ ットワークな どが含 まれている。パー トナーシップとネッ トワークには、都市 と

そ のほかのネッ トワークだけではな く、官民のパー トナー シップや非政府組織の参画が含

まれている。第2の 分野は、地方 自治体 とコミュニティの関係に焦点がある。コミュニテ

ィ協議と参加、コミュニティ啓発のための革新的なメカニズム、そ して問題の認知度 を向

上させることな どが含 まれている。連携の形がいかなるものであれ、従来か らの働き方に

変革が求められる し、それ までのや り方を改める革新的なアプローチ をしなければな らな

くなる、ということを意味 して いる。

カギ となる目標 は、連携 とパー トナーシップがは じまる条件 を創 り出す ことである。 こ

の ことは、連携が活動主体の間の理解 と責任感 を増進 し、活動主体間の階層化よ りもヨコ

並びの関係を強化することにつながるという事実に加え、上記の理由のためにも大切なの

である。

〈サステイナブル都市マネジメン ト〉

これまでに述べてきた諸原則に示 したが、都市マネジメン トの総体 的な取組みについて

は本報告書の第3章 で検討 している。そこではサステイナビリティとの関係の中で都市の

役割 を問題にし、ワンセ ッ トの政策選択の原則を示 している。それぞれの地方の状況の中

でサステイナ ビリティへの取組み をするときに、都市がそれぞれの好みに応 じて使える政

策 メカニズムと手段 を提案 している。同時にこれ らの原則 と取組みは、都市環境マネジメ

ン トに対 して これまでや られてきたよりももっと戦略的で統合された参加型問題解決法 を

提言 している。

第3章 が問題にしているように、サステイナブル開発は環境保護よ りもはるかに広い概

念である。サステイナブル開発は、経済、社会、文化の領域 を含み、現在生きているひと

び とと同時に、世代間での公平の概念を包摂 して いる。都市のサステイナビリティへの挑

戦は、都市それ 自体が多 くの潜在的な問題解決法 をもっていることを認識 しなが ら、都市

が直面 している問題、都市が引き起 こす問題の双方 を解決することである。市当局幹部は、

地方、地域、そ して地球規模の自然システムに配慮 し、問題 をほかの地域や次世代 に転化

して しまうような ことはせずに、どこか可能なローカル レベルで問題を解決 しながら、都

市住民の社会的、経済的、文化的必要 に応えるように しなければな らない。

都市のサステイナビリティにエコシステムの考え方でアプローチするとき、組織マネジ

メン トのあり方 とかかわ りが生ず る。そのことはまた、問題 を総体的に取 り扱うことので

きる組織形態や行政システムへの見直 しを意味 している。それゆえに必要な ことは、サス



テイナブル開発を追求する際に最 も適 した問題解決法を誘導する助 けとな る、核心的な組

織原理の定義である。エコシステムの比喩的表現、サステイナブル開発の 目標値な どを引

き合 いに出 しなが ら、統合や連携 につ いての、あるいは物事のバ ランスが取れている こと

や補完性、そ して シナジーな どについての諸原則 を提唱 して いる。

第3章 では、地方の環境政策を形成 し、統合 し、実施するための 一連の政策手段 につい

て熟考 している。市全域を対象 とする政策のフレームワークと行動計画の枠内でこれ らの

政策手段 を採用 し、それを通 じてサステイナブル都市マネジメン トの円滑な取組み をする

ことになる。その際、政策 目標や責務、行動 日程を明記 している環境憲章や戦略にしたが

って政策を遂行することになる。政策手段の第2群 は、連携 とパー トナーシップにかかわ

っている。政策手段の第3群 は、サステイナ ビリティの要請に沿 うように市場メカニズム

や価格指標を制御する ことに関係 している。環境問題の取組みに関連 して考え出された既

存の政策手段を再評価 し、経済、文化、社会のサステイナビリティ領域 も取 り扱えるよ う

に拡充することが必要 となる。

サステイナ ビリティの達成度は、指標や 目標値を使いなが ら評価することができる。指

標は多 くのことを提供 して くれるが、その使 い方は簡単ではない。た とえば、測定の容易

さと政策の重要性の間 には緊張関係がある。これ までのところ職場でサステイナビリティ

を示す指標が重要視 され てきたが、物理的なサステイナ ビリティと社会福祉 を調和させ る

ため には、もっとサステイナブルな ライフスタイルの選択、それへの順応性を示す指標が

大切 となって くる。

都市は政治的な取組みを通 じて政治及び市民の支持を取 り付け、既 に紹介 した手法を取

り入れることにな る。民主主義 と新 しい形の市民参加の重要性、パー トナー シップと多様

性、そ して実験の必要性につ いて特 に留意すべきである。

本報告書は、サステイナブル都市マネジメン トを、市全域を対象に戦略展開することを

強 く提唱 している。 しかし、サステイナブル都市プロジェク トでは、一連 の重要政策分野

で もこのや り方 を踏襲す ることを検討 している。最終的には、政策分野 自体の横断的統合

を円滑 に進めることが 目標にな らなければならない。本報告書で優先順位の高いものとし

て選 ばれた政策分野は、自然資源のマネジメン ト、社会経済問題、アクセシビリティ(利

用可能な こと)、そ して空間計画であ り、それぞれ第4、5、6、7章 で扱っている。

〈 自然資源のサステイナブル ・マネジメン ト〉

第4章 で扱って いるように、自然 システムは資源 と廃棄物を内部的に循環 させ ることに

よって均衡が維持 されていると考え られている。都市システムもそれになぞ られ る。 自然

システム と都市システムの機能の違 いは、都市システムが自然資源やエネルギーを都市 に

取 り入れ、廃棄物や汚染物質を都市周辺地域に持ち出す というや り方 に依存 している こと

である。都市は、エネルギー供給で自然資源が経済的に使われ、使われな くなった資源が

再利用され、 リサイクル され、循環過程に再投入 されるよ うに加工される--そ うした閉

鎖型 システム というよ りは、む しろ高度に、他に依存型の開放型 システムとなっている。

都市は、 自然資源やエネルギーの確保、あるいは廃棄物の処分で周辺地域 に依存 し、問題

を押 し付けている。いずれ社会的、経済的、環境的に重大な問題 につながる自然資源の浪

費、そ して公害 と環境の劣化は、都市システムのみな らず農村部のひとび とにも影響 を及



している。もっとサステイナブルに都市 システム を機能させるためには、自然 システムが

循環型マネジメン トにつ いて教えるところに学び、それを活用する都市マネジメントへの

取組みが必要 となる。

自然資源、エネルギー、廃棄物の流れを閉鎖型にするための一連の取組みは、都市内部

で行われなければならない。そうした取組み には、以下の課題がある。すなわち、自然資

源、特 に再生不可能な、あるいは再生に時間のかかる自然資源の消費を最小限にす ること

のほか、どこかできる ところで再利用か リサイクルを して廃棄物の排出をできる限 り少な

くすること、大気や土壌、水も汚染を最小限にす ること、都市で 自然地域の占める割合や

生物多様性などを増大させること--な どである。 これ らの課題は小規模 レベルで達成す

ることのほうがお うお うにして簡単である。よ り強化 されたサステイナブル政策を都市シ

ステムに導入するうえで、地方の生態学的循環 システムが理想的な ものとなるのもそのた

めである。しか し、 どこで循環 システムを閉鎖 させ るのが理想か、その適正レベルについ

ては決まったものはな く、状況 に応 じて近隣 レベル、都市あるいは地域 レベルで考える こ

とになる。

自然資源、エネルギー、そ して廃棄物の問題は、密接 に関係 しあっている。都市はエネ

ルギーが高度に集 中しているところであり、エネルギーが都市システムを機能 させるのに

ます ます重要な役割を果たすようになっている。消費されるエネルギーが大き くなるほ ど、

エネルギー生産を支えるのに必要な自然資源に対するニーズが大きくなる。同様に、自然

資源やエネルギーの消費量が高まれ ば、その分、廃棄物の蓄積 も多 くなる。 こうした相互

関係のゆえに、幾つかの関連 した政策を組み合わせ ることによって効 力増強効果が発揮さ

れる、 という考え方 には説得力がある。したがって政策の組み合わせ によって、ある特定

の問題を解決するのみな らず、ほかの もっと多 くの問題を同時に解決できるか もしれない。

大気についてのサステイナブル ・マネジメンの最終 目標 は、きれ いで十分な量の空気 を

確保することである。土壌や動植物群に関 しては、一般的には、 自然域の、あるいは人工

のエコシステム域の割合 を都市域内で増やす ことが 目標 とな る。水についてのサステイナ

ブル ・マネジメン トの原則は、水保全 と、水 に関連 した 自然 システムの働きへの影響を最

小限にす ること--な どに関係 している。サステイナブルなエネルギー ・マネジメン トの

基本的な目標は、エネルギーの保全にある。エネルギー保全のカギは、ひとりひと りが、

あるいは組織が どういう行動をとるかにかかって いる。 しかし同時に、エネルギーの生産

や配給 にもかかわっている。廃棄物をエネルギー生産 に活 用するいろいろなタイプの問題

解決法があるが、それ らは自然資源を保全 し、廃棄物を有効 に使 うという2重 の目的に寄

与する。 しかし、サステイナブルな廃棄物マネジメン トの究極の 目標は、廃棄物の排 出量

を最小限にする ことである。

教育や情報提供、そ して実践の提示な どを通 じてひとび との行動に影響力を発揮する こ

とがさらにサステイナブルな都市システムを達成する際 に重要な要件 となる。EU、 加盟

国、地域、地方政府は、その ことを心に留めてお くべきである。ひとびとの行動に影響力

を発揮することと、自然資源のサステイナブル ・マネジメン トとの関係は、 とりわけ明瞭

である。ひとび とがどう行動するかがサステイナビリテ ィの水準 に直接影響 し、ひとび と

が行動を変えたときの結果 を明快かつ簡単に理解できるところで もある。



〈サステイナ ビリティの社会 ・経済的課題〉

第5章 では、欧州 で、あるいはグ ローバル経済で都市が担う役割の重要性を強調 し、社

会経済的問題をサステイナ ビリティと結びつけなが ら国際的な文脈の中に欧州都市を位置

付けて いる。

欧州の都市システムにおける人口移動 と経済の リス トラクチャリングの動きは、都市に

いろいろな影響を及ぼ してきた。欧州単一市場政策を通 じての経済統合の大きな動 き、中 ・

東欧の発展、そ して新加盟国の増加によるEUの 拡大は、経済活動、社会構造、都市環境

に計 り知れない影響を与えてきた。

第5次 環境都市計画は、サステイナブル開発を達成するための経済施策の活用 について

言及 し、5つ の施策対象部門のうちのひ とつとして産業を取 り上げている。5.1節 では、

この領域で地方政府が どういう取組みができるかについての潜在的可能性 を検討 している。

地方経済 を環境指向に向かわせ るということ(greening)は 、新 しい形の取組みを考え出す

だけではな く、従来か らの政策 アプローチにもサステイナ ビリテ ィの目標 を組み込むこと

を意味 している。

地方企業がもっと環境指向にな るのを都市が どの程度 まで支援できるかは、市場経済の

動きに大 きく制約され る。 したが ってEUや 加盟国は、企業がもっと環境 にやさ しいや り

方で操業 して も利益を稼 げる条件 を創 り出さなければいけない。こうした ことは、積極的

な経済運営によって促進され ることが大切である。サステイナブルな企業成長のための取

組みは、規制政策、関税制度、誘導策、製品規格、そ して長期の投資制度な どによって前

進 させる ことができるだろう。

地域や地方 自治体に対 しては、環境施策 を通 じて雇用創 出す る方法を考案 し、既存のビ

ジネスが もっ と環境指向のや り方をするのを推奨 し、エコシステム ・アプローチの産業に

よって取って代わ られ るように支援す ることが求め られている。

第5次 環境行動計画に沿 って地方労働市場について検 討 し、コミュニティ依拠型政策誘

導の対象域 を吟味する ことな どを通 じて環境指向の経済開発 を社会のサステイナ ビリティ

問題に結びつける--そ うした取組みが求め られている。

5.2節 では、サステイナ ビリティの社会的側面 について扱 っている。環境上の、ある

いは社会的な リスクを無視 し、物質的な富の蓄積に専心することが最近の傾向になってき

ている。社会的な側面からは、貧困層と裕福な市民が同じ程度にリスクを担って いるか ど

うかが大切な問題 となる。基本的な問題は、 リスク社会(リ スクの被 り方 に格差がある社

会)が 階級社会 に取って代わるのか、あるいは リスク社会が現在の階級社会 に統合される

のかにある。富 とリスクのあり様は、加盟国間で、加盟国の地域 ごとに、また地域の都市

間で、そ して都市内で も違っている。

これ らの傾向 に対峙するためには、経済システムの基盤 と同時に社会の基本的な価値観

に変化を起 こさなければな らない。政治家や市民の行動とライ フスタイルに転換が求め ら

れるようになる。将来世代の福祉も考 えなけれ ばならな くなる。すなわち、コミュニティ、

所有権、責任 と市民参加な どとの関係において、個人の価値観が変化する ことが必要 とな

るだろう。

基本的なサー ビス とアメニティ、教育と訓練、健康管理、住宅と雇用 に関す る権利 を享

受できること--そ れ らがひとびとの福祉の基礎 と、平等 と社会的統 合を向上させ るため



の基盤を形成する。

最後に、 この章では、経済的かつ社会的サステイナビリティを空間計画や交通システム

に関連 した問題か ら切 り離 しては考 える ことができないことを指摘 している。

〈サステイナブル ・アクセシビリティ(利 用可能なこと)〉

都市のサステイナブル ・アクセシビ リティを達成することは、都市環境の全体的な改善

や都市の経済的成長力の維持にとって大事な 一歩 となる。

都市が どう機能す るか、そ こにおけるアクセ シビリティ一般の重要性 と、今後 も交通量

の突出 した増大が続 くことに関連 した問題 とが第6章 で検討されている。最近の利用可能

な研究成果を引用 しながら、交通特有の諸問題--交 通渋滞や安全性、そ して交通 関連の

活動 によって 占領されている空間 と都市全体の公共空間とのバランス問題--な どといっ

しょに、それに関連 した環境問題、健康関連問題、そ して社会問題な どが再検討 されてい

る。

環境 と交通の課題を達成す るためには、交通 と環境 と空間計画を結ぶ一貫 した取組みが

必要である。 しか しどち らかといえば、十分 に統合されたシステムをもって いる都 市はほ

とんどない。主にこの分野でのサステイナビ リティへの取組みは、当面、特 に自家用車か

ら公共交通への、またそれほ ど多 くはないが自転車や徒歩への、モーダル ・シフト(交 通

手段の変更)を 促す ことである。それによって道路交通量 とその混雑 を削減する。 これ ら

の取組みは大切ではあるが、それだけではサステイナビリティの手段 とはな らない。

サステイナブルな都市アクセ シビ リティを達成するためには、単に移動ではな くてアク

セシビリティの改善に狙いを定めた政策 に沿ってサステイナビリティの達成値 と指標 を開

発することが必要 とな る。さらには 目標 を設定 してモニタリングする。アクセ シビリティ

と経済開発、環境課題 は、都市の交通政策の最重要課題である。

白書の 「共通交通政策」、それ を受 けた緑書 「公正にして効率的な交通価格制政策 にむけ

て」、そ して緑書 「市民の交通網--欧 州において公共交通の可能性を達成すること」など

の発行 によって、欧州 レベルではモビリティと交通手段のための優れた政策 の枠組みが確

立されてきた。EU、 加盟国、地域や地方政府はいまや、エネルギー消費、およびクルマ

移動によって引き起 こされる環境面や社会的な影響を最小限に押 さえ込む交通政策 を展開

しなければな らない。

交通政策 を立案す るにあたっては、あらゆる環境課題--た とえば土地 占有、騒音、眺

望妨害、そ して長い目ではサステイナビリティのあらゆる課題を包括する目標値を設定 し

なければな らな い。 これ らの目標値 は、評価 と資金配分のメカニズムに織 り込む ことがで

きる。

いろいろな交通手段を評価するためには、環境への影響を含めてあらゆる利益対費用 を

効果的に勘定する公正な システムが必要である。移動時間を最小にす ることをね らいとす

る政策 を強調 し続けるよ りは、む しろ移動ニーズを減 らすための政策の展開が肝要 とな る。

自家用車 に対 して公共交通 を優先す る施策 との組み合わせがない限 り、公共交通に投資

して も問題解決 にはつなが らないだろう。交通手段の間で競争するよ りは、補 い合うよう

に仕組 まれた統川型マルチモーダル(多 様な交通手段を利用できる)都 市交通 システムが

必要である。



都市の一部地域へのクルマのアクセス規制を含むTDM(交 通需要管理システム)や 規制

色の強い駐車場施策は、クルマの代替交通手段を確保する施策といっ しょに実施されなけ

ればな らない。さもなければ、 これ らの規制はクルマで しかアクセスできない地域にビジ

ネスや小売業を移動させ るだけか もしれな い。

〈空間計画〉

空間計画、都市再生と都市文化遺産、レジャーと観光につては第7章 で問題に している。

空間計画制度は、都市全域対象のサステイナブル開発政策 を実施するうえで重要である。

都市の土地利用政策 とその実施提言を考えるにあたって専門家グループは、地方が抱える

問題 とその解決法の多様を理解 している。特 に生態学に依拠 したアプローチ と、狭 い範囲

での土地利用にこだわ ることがないようにす ること--そ うした ことによって既存の空間

計画制度を強化することを求めている。提言 された問題解決法は、あ らゆる都市の置かれ

た状況下で採用できると考え られて いる。た とえば歴史のある都市中心部で も、郊外で も、

あるいは新興住宅地でもよい、

前の章で概説 したサステイナビリティの幾つかの原則 とメカニズムは、空間計画に既 に

含 まれている。 しかし政策や実践面で、サステイナビリティ課題の認知度 と優先度の さら

なる向上を達成するためには、(原則 とメカニズムの)一 段 と有効な活用法を探す取組みが

必要である。第7章 は特に、環境 と空間計画の統合、そ して計画立案の早い段階で環境課

題を見極め られ る方法、そ して都市マネジメ ント分野での 目標値 と指標の活用、改良され

た形での計画への市民参加、さらには空間計画 とローカル アジェンダ21の 取組みを結び付

ける こと--な どについて検討 している。

都市 レベルで準備された空間計画が地域や国の環境政策の枠組みに収まるように、加盟

国は空間計画の首尾一貫 したフレームワークを用意す るよ うにしなければな らない。その

よ うな全体を覆 うような枠組みがないところでは、加盟国は、市当局が ローカルな解決策

を考え出す機会を増やすことを認めるべきである。

計画策定は、必ず しも環境負荷に対 して開発利益を釣 り合わせよ うとす るものではない。

む しろプランナーは環境許容量を確定し、それが侵害させな いように しなければな らない。

その ことは、現状、利益が いかなるものであれ、ある種 の開発を禁止する ことを意味す る

か もしれない。計画策定は 「需要先導」であるよりは、「供給制約的」であるべきである。

環境許容量に基づ くアプローチは、既 に幾つかの加盟国で採用されている し、さらに取組

みが強化 されるべきである。

計画策定は、課題主導型であるべきである。課題に従 って戦略の方向性 と、環境の質、

経済成長、社会進歩の具体的水準が定められなければな らない。空間計画は、それ らを通

して所期の環境の状態を描 き出すべきである。計画には、国と地方発のサステイナ ビリテ

ィに関する目標値が含 まれ るべきである。 さらには計画に従事 しなが ら問題が どの程度の

ものか、また どの程度解決 したか、それ を測定す るための指標を考え出す ことが重要であ

る。

土地利用計画は、融通性を欠くゾーニング制 による用途分割よ りは、用途混合を提唱す

べきである。現行、ゾーニ ング制に依拠す る空間計画制度は、用途混合をできるようにも

っ と柔軟性のあるものになる必要があるだ ろう。「緑の建築」の概念は、あ らゆる建設資材



を資源配慮型用途 にす るのみな らず、耐久性、転用可能性、用途 の多様性 を考 えた建物設

計をす るように提起 され、敷衍 されるべきである。

移動のニーズを削減す るために空間計画は、短期的に成果を得 られ るような財政措置や、

ロー ド ・プライシング、交通騒音対策な どの規制手段によって補完 されることが必 要であ

る。新 しく行われる開発は都市全体のス トックに比べれば相対的に小さな部分の話なのに

対 し、都市の形態を左右す るような計画制度は長期的なメカニズムの話である。しか し将

来的には、 もっとラジカルな手法の展開が必要となる。

重工業及び公益産業の リス トラクチ ャリングは、都市内に大きな空き地、 しば しば汚染

した土地を残 し、都市の空き地や田園地帯での開発圧力を増すことにつながっている。都

市産業史 のどの時代に比べて も大規模 に余っている荒廃 し汚染 した土地を、確実に再利用

するために緊急な対応が必要である。以前 に開発された土地や、ある場合には建物 をリサ

イクリングす ることそれ 自体が、資源再利用のサステイナ ビリティ課題に合致すると考 え

ることができる。加えて土地の リサイクリングはまた、緑地帯の保全、そ して田園地帯や

空き地、野 生動植物の保護に役立つ可能性がある。

都市再生は、以下の取組みによってサステイナブル開発の目標 を満たすように活用され

なけれ ばならない。すなわち、住 民参加を通 じて社会的結束を強化す る、一貫 したエコシ

ステムの一部分 としての生態学的な循環を回復する、生態学的な価値 を強化 しそれ を保存

する取組みをする、そ して もっとサステイナブルな交通形態の実施を通 じて既存地域への

アクセシビリティを改善す る--な どである。

汚染土壌の浄化は、多 くの都市再生プロジェク トで重要な課題となっている。浄化技術

は、 しばしば費用のかさむ作業である。汚染浄化を、補助金を必要 とする単独事業と考え

るべきではない。む しろ一連の財政的に有利な条件 に恵まれた政策の、その一部分 と考え

るべきである。一連の対応策 というのは、2つ の要件に依拠 している。

・再生用地は、都市再生事業が予定されているもっと広 い地域の、その文脈に関係させ

て検討 しなけれ ばな らない

・その用地の将来的な開発可能性 については、現状の否定的なイ メージに引きず られる

ことな く、都市全体の文脈の中で現実の潜在 的可能性を反映させて検討され るべきであ

る。

上記の2つ の要件 は、よ り広い地域 を対象 としつつ、個々の場所が もつ潜在 的な土地の

力に配慮するような、そ うした開発ビジ ョンを必要としている。財政的に健全な開発か ら

生 じる利益は、汚染浄化費用を調達するために生かされるべきである。開発 ビジ ョンによ

り広 い地域が含 まれれば、用地間でクロス補填(不 採算分部門を利益の出て いる部門が補

填す る)を 実現する可能性が拓ける。 これ らの諸原則は、サステイナブル開発のよ り優れ

た枠組み を作 り上げる際にいろいろな計画制度に織 り込 まれるべきである。

観光、レジャー、そ して文化遺産 のための計画策定は、経済、社会、環境、文化問題 を

扱う国のガイ ドラインと地域の政策 に統合されるべきである。加えて、観光、 レジ ャー、

そ して文化遺産の問題は、空間計画の取組みで欠 くことのできないものである。

知識 と価値 と信条の表現 である文化遺産は、都市とその住民のアイデンティティを形成

して いる。都市それ 自体 が文化的存在であり、文化的価値といろいろなライ フスタイル を

伴ったいろいろな場所の集合体である。文化遺産は、歴史的中心街や新 しい中心地、そ し



て後背地などで--し たがって結果的にはいろいろな姿で、多くの違った場所 に表出して

いる。均衡の取れた都市構造は、歴史 的中心街や新 しい中心地がそれぞれの中心地の役割

を補完 し合い、建築的、伝統的価値 を備 えた既存のまちを守 り、維持するような、そ うし

た混合用途制を支援す るように創 られるべきである。

文化、環境政策では、長期の計画策定を求められる。プランナー と政策決定者は、短期

の利益にとらわれて長期の課題達成の機会 を減 らすような、そうした計画手続きを避ける

べきである。

レジャー と観光活動は、都市の文化遺産の質に大きな影響 を及ぼす ことになる。歴史 の

ある都市や特別な建築物をもつ都市は旅行者にとって魅力的で経済的、社会的に望 ましい

効果をもた らす一方、特 に社会や環境面では(観 光化な どが)都 市のサステイナブル開発

にとって脅威 ともなることもある。

〈サステイナブル都市マネジメン トへの手がか り〉

欧州サステイナブル都市報告書は、サステイナブル都市を経過途上のものとして捉 えて

いる。本報告書は政策内容 といっ しょに政策メカニズムも重視 して いる。いずれ も、地方

からほかの地方に優れた実践 を移転するときに大切となる。

専門家グループ内部では、都市は 一連の状況に適用できるワンセ ッ トの政策手段を必要

としている複雑系である--と いう視点に立ち返ってその再評価 を してきた。都市 システ

ムは複雑ではあるが、簡潔な解決法、特 に同時にひとつ以上の問題 を解決する解決法、あ

るいは幾つかを結びつけて使える解決法を必要として いる。

提案 された解決法には、た とえば、

・新旧のアイデアを総合すること

・領域 を超えて働 くこと、チームワーク、責任の分かち合 い、そ してネッ トワーク--

などを促す こと

・心構えや ライフスタイル を変えることの重要性につ いて認識すること

・イデオ ロギーによる規準に基づ いてなにか特別な手法を取 り入れた り、排除 した りす

るのではな く、 目標 をシェアする という枠組みの中でむ しろ、とらわれのない気持ちで

多様な問題解決法を備え、実験 に臨む こと

・欧州都市に望 まれる社会的、環境的、文化的、そ して経済的な質を達成するために、

意識的に計画策定とマネジメン トに参画すること

〈次の段階〉

リスボン会議の後、サステイナ ブル都市プロジェク トの次の段階では取組みの優先事項

について考えることにな る。それ には下記のものが含 まれる。

・一連のメカニズムを通 して本報告書 に示 された考え方 を総合 し実行すること

・ほかの成果やネッ トワークプロジェク トを継続する こと

・欧州サステイナブル都市キャンペーンをさらに展開す ること

・もっ とバランスの取れた評価 リサーチプログラムの中で取組み を評価すること

・南、および中東欧に焦点を合わせること

・欧州都市がアジェンダ21に 沿って途上国の都市 との連携 を強化する方法 を考えるため



に国際機関と対話すること

サステイナブル都市の取組みは、創造性 と変革 にかかわっている。政策手法 と同時 に政

策の中身が問われている。従来の政府の問題対応法に対する挑戦であり、新 しい制度的な、

組織化する能 力と連携が求め られている。サステイナ ビリティの概念はダイナ ミックで進

化 しているものである。地方および地球規模で環境に対する理解が もっと洗練 され、ひ と

びとに共有 されるようにな るのとあわせて、時を超えて変化するものである。 このダイナ

ミックな取組みがサステイナブル都市プロジェク トとして洗練され、強化され るために、

本報告書 とそ の提言が寄与することを望む。



第5章 地域政策面からの都市アジェンダへ向けた提起1

II.5-1.1997年 『都市 アジ ェ ンダ へ向 け て』

『都市アジェンダへ向けて』の背景

「欧州人 口の約80%が 都市や町 に居住 して いる。欧州は最 も都市化 した大陸である」[図

4-1](EC-Regional Policy,1997b)。 しか し、予算配分でも欧州委員会の体制の面で も、

都市は軽視されてきた。予算配分では、EUレ ベルの予算の半分以上が残 り2割 の居住す

る農村部2に投入 されてきた。2000年 以降の予算を照準に、都市部に相応 の予算配分を求

める動きが1990年 代後半に盛 り上がった3。他方、欧州委員会の機構 をみて も、都市政策

を専門に担当する部局は どこにも見当た らない。都市 と直接関係の深 いはずの地域総局に

も都市 を担当する部局は設けられてない4。都市対策は、地域、雇用、文化、環境 な どの各

総局がその政策 との関連で都市部を取 り扱 っているにすぎない。地域総局をはじめ、複数

の政策総局が連携 して、都市に対 して統 合的に介入することの必要性 と有効性が以前か ら

指摘されていた。

欧州委員会は地域総局 を中核に、これ らの動きや声に呼応 して1997年 『都市アジェンダ

へ向けて』をまとめた。現時点で、EUレ ベルで都市重視の方向性に多方面の強 い支持を

取 り付 けた最も重みのある公式報告書である。

1997年 『都市アジェンダへ向けて』は本文20頁 弱(付 録を入れて30頁 強)の コンパク

トな文書で、都市を切 り口に欧州 を再考する視点を示 している。4章 構成で、第1章 で課

題を明確にし、第2章 で現在EUレ ベルで行われている諸対策が都市を切 り口に整理 し直

され、第3章 で将来の方向性を提言 している[表5-1]。 第4章 では、1998年 の都市フォ

ー ラム開催 を予告 し、都市的な課題 に持続的 に取 り組む姿勢を示 している。予告 どお り

1998年 にウィー ンで都市フォーラムが開かれ、『EUに おけるサステイナブルな都市発展:

行動計画骨子』が採択 された。農村偏重 を正 して都市に相応に配慮 した政策への軌道修正

の動きが頂点に達 したのが、1997年 『都市 アジェンダへ向けて』と1998年 行動計画骨子、

ウィーン都市 フォーラムの開催だった(Atkinson,2001,385)。

本章では、都市 を照準 とした統合的政策アプローチの重要性が異なる政策分野でどのよ

うに合意 されたかを、『都市アジェンダへ 向けて』『都市の欧州(一 般向け)』 『行動計画骨

子』の3つ の政策文書 を中心に、課題抽 出、都市に関わるEUレ ベル政策の現状、今後 の

展開の3段 階 を追って考察 していく[表3,4,5-1]。 第1の 課題抽出については問題提起

1 本章は、文献、ウェブサイ トによる資料収集を基礎とし、地域政策総局R.ニ ースラー、ユーロシティ

A.フ ァンデフェンへのヒアリング調査で補い、考察したものである(岡部、1999b,115-118;2003b,148-175)。

2 フランスが中心とな り、EUに 対して農業対策を強く求めてきた。市場統合で農産物の域内流通が 自由

化され、そのあおりで伝統的農業が打撃を受ける事態を緩和するためだった。
3 佐無田は、都市政策がEUレ ベルで関心を集めるようになった背景として、「ECの 政策 ・財政補助が共

通農業政策や条件不利地域対策に偏っていることに対する都市側の不満」があったことをあげている(佐

無田、2001,37)。

4 共同体主導URBAN担 当官はいるが、他の政策分野と協調して都市政策を展開していくセクションはな

い。



としての性格が最 も強 い 『都市アジェンダへ向けて』の第1章 を中心に、第2のEUレ ベ

ル政策の現状 については、広範な具体例が市民生活 に即 して記述 されて いる 『都市の欧州』

を中心 に、第3の 今後の展開については、『行動計画骨子』を中心 に、以下検討 していく。

合わせて、『都市アジェンダへ向けて』か ら1年 後の 『行動計画骨子』までのプロセスで、

ユー ロシティや地域委員会のロビー活動主体が介在 したために、 どのような展開がみられ

たかを明 らかにする。

表5-1『 都 市 ア ジ ェ ンダ へ 向 け て 』(EC-Regional Policy,1997b)よ り 筆 者 作 成 。

『都市アジェンダへ向けて』第1章 「都市を取 り巻 く課題」

『都市アジェンダへ向けて』第1章 は、第1節 で人口動態 と経済動向の基本的デー タを



押 さえた上で、失業と社会的排除、都市 システムの不均衡 、都市環境、都市行政の4つ の

項目をあげて、課題 を整理 している。

①人 口動態と経済動向

欧州 の都市部は多様ななかにも、共通の問題を抱えて いる。EU域 内人口の8割 は都市

部に居住 しているが、そ の内訳は25万 人以上の都市圏に約20%、 次の20%が 中規模都市、

人口1万 ～5万 の町に40%で ある[図5-1]。 欧州で1000万 人規模の人口集積を持つ のは、

ロン ドンとパ リのみである。都市化は鈍化傾向にあるが、依然として進行中である。都市

部の人 口が増加 している主な理由は、① 自然増、②農村部からの流入、③移 民(と くに第

三国か ら)の 流入、である。1990年 の移民の収支は、EU域 外か らの流入が210万 人だっ

たのに対 して、流出は100万 人にとどまり、圧倒的に流入超過だった。1987～91年 におけ

る移民の定住先調査による と、総移民の2/3が 産業集積度の高い都市や各国首都に向かっ

ていた。これ ら一部の大都市で人 口が増加 していたのに対 して、他の都市では1980年 代に

人 口の減少を経験 した。 これ らの都市における人口減少には、伝統的な職業が消滅 して こ

れに代わる雇用が創出されなかった ことに加えて、郊外化が関係 している。郊外に対 して

中心が人口を失っている都市例 として、ブ リュッセル、ロンドン、パ リ、リール、ポル ト、

ハ ノーバー、 トリノ、バルセロナ、オランダ ・ラン ドスタッ トの諸都市があげ られ る。住

まい、職場、娯楽な どが互 いに離れて しまうことで、移動の増加 を招いている。

経済動向につ いては、大都市が地域や国の経済発展の牽引役 となっている。GDPが 成長

していながら、雇用の増加のない状態が恒常化 している点が見逃せな い。例えば、「ブ リュ

ッセル、 ライ ン-ル ール、 ロン ドンでは5-6%GDPが 成長 しているが、雇用創出は ±0.2%

である」。雇用全体でみ ると、サー ビス分野で、雇用機会が増加して いる。ただ し、サー ビ

ス分野の うちでも行政サー ビス部門での増加が目立つ。ブ リュッセル、ローマ、ヘル シン

キ、ス トックホルム、コペ ンハーゲ ンでは、その傾向が顕著である。行政サービス雇用は、

サー ビス分野の雇用機会の1/3を 占めている。 これ らは市場の力によって創出され た雇用

機会ではない。む しろ今後、行政経費が削減 されることを考慮すれ ば、継続的な伸びは見

込めない。産業構造の転換 を余儀な くされている重工業都市や、後背地の農業を経済基盤

としてきた都市が困難な問題に直面 していることも指摘 している。

人 口動態と経済動向 に関 して 『都市アジェンダへ向けて』は、人 口の量的な増加や成長

よ りも、人口やGDPな どの数値に隠された質的な課題を掘 り起こそ うとする姿勢 を明確 に

示 している。例 えば、移民比率の上昇や偏った移民分布 に注 目しなが ら、都心の空洞化な

ど都市部 における空間的な人口分布に言及 している。経済成長が必ず しも雇用を生み出さ

ず、市民生活 を直ちには豊かに しない現実や、サービス分野の雇用増が実際には公的分野

に大き く依存 して いることの限界 も指摘 している。



図5-1 EU域 内 にお ける都 市 の規模 別 分布 出典:EC-Regional Policy,1997c

②失業 と社会 的排除

第1節 で明 らかにされたように、人 口や経済 をめ ぐる大きな変化は、都市部 に社会的な

歪みをもたらしている。第2節 は、「都市の失業 と社会的排除」を分析 している。都市部の

失業 にみ られ る全般的傾向 として は、農村部よ り都市部の失業率が高 く、都市郊外の失業

率が低 い。また、都市によって失業率のばらつきが大きい。失業率について も、うわべの

数値 に惑わされず、中身に踏み込んだ考察を重視 している。「労働市場の広域化て、競争力

のある層の労働条件は向上 している半面、下層の人々が社会的に排除された状態が慢性化

して いる」 と指摘 している。失業者の56.1%は 長期失業者で、貧困を極め、ホームレス化

しやす い状態にいる。社会的に孤立 し、居住環境は劣悪である。麻薬常習、犯罪などに陥

りやす い。失業と社会的排除は、「都市経済の足枷 とな り、都市全体の競争力低下につなが

って いる」と述べ、社会問題の範 囲を超えた課題 になってきているという見方を示して い

る。

③都市システムの不均衡

第3節 では、欧州都市システムの不均衡につ いて述べて いる。パ リとロン ドンを結ぶ空

路が他の航空路線に比べて2倍 を超える頻度で運行 されている(1993年 現在)。 群を抜い

て重用されている空路の存在は、欧州都市システムが空間的にバ ランスを欠いていること

の証である。欧州の中核 に位置す るア ントワープ、 ブレー メン、 ロッテルダムは有利で、

アテネ、バレンシア、パ レルモ、ベルファス ト、 リスボン、セ ビリアなど周縁部に位置す

る都市は不利な条件下にある。 また、 トリノ、グ ラスゴー、ビルバオのように特定工業に

依存 してきた都市より、ハ ノーバー、 リヨン、ウィー ンのように多様な経済基盤を持 って



いる都市が成長 しやす い。

④都市環境

第4節 では都市環境 を取 り上げている。都市部に住む人たちが、自然環境 と建造環境 の、

双方の質 を気にするよ うになったにもかかわ らず、未だに十分な質 を確保できていないこ

とを課題 としてあげて いる。1995年 の調査によると、人 口50万 人以上の欧州都市のうち、

70化80%がWHOの 大気基準 を満た していない。『冬季スモッグ』が欧州の都市部 に住む7000

万人を脅か している。大気汚染の主犯は都市交通である。他の都市内交通手段よ り自家用

車の増加が著 しい。都市交通が引き起 こす大気汚染の進行に、環境対策技術の向上 による

汚染低減が追い付かな い。大気汚染と合わせて、廃棄物処理や排水処理の問題 もある。

都市内交通急増 にともなう渋滞は、大気汚染や騒音などの環境悪化を招 いているにとど

まらず、都市の利便性 を低下 させ、都市経済の生産 コス トを押 し上げる要因 となって いる。

ロンドンやパ リでは、交通渋滞のせ いで人の移動速度が20世 紀初めのレベルにまで落ち込

んで しまった。

都市部に住む人たちの生活の質 にとって、自然環境 と負けず劣 らず重要なのが建造環境

である。建造物な どの物理的、文化的資産や公共空間、都市デザイ ンが、生活の質を大き

く左右す る。物的な環境は都市によって大きく異なる。緑地を例 にあげると、ハ ノーバー、

エボラ、ブ リュッセルでは緑地率が20%を 超 えるのに対 して、ロッテルダムやマ ドリッ ド

では5%に 満たな い。

『都市アジェンダへ向けて』は、 自然 ・建造の二面か らとらえた環境の延長上で、都市

計画を広義の都市環境 ととらえている。「従来の都市計画では、同時 に複数の機能 を満たす

都市や地区の醸成に必ず しも貢献 して こなかった。都市計画は、単機能のエ リアをつ くり

出し、各々のエ リアは人間生活の特定の側面(仕 事、買い物、娯楽、居住な ど)に のみ対

応するかたちとなった。 こうしてできたエ リアは、人々が生活 を全般的に繰 り広げ られ る

空間 としての都市の可能性 を制約す るようになった」 と分析 し、近代都市計画で一般化 し

た機能別ゾーニ ングを批判 している5。

⑤都市行政

最後 に第5節 では、都市行政の問題点が指摘されている。EU域 内の都市の間で、都市

政策権限や財源な どをめ ぐって、 自治権の程度に大きな開きがある。また、実態 としての

都市圏が行政区域 を越えているところが多 く、権限が断片化 していることが都市政策 の障

害となっているとして いる。

EUレ ベルの都市政策の必要性

『都市 アジェンダへ向けて』による都市課題分析は、統一市場EUが 実働 し始めた結果、

かえってEUレ ベルで介入 しなければな らない都市問題が深刻化 して いる、という認識を

示 している。

都市は、経済的な国境が取 り払われれば、より広域な市場を相手にできるようにな る。

形骸化 した国家のタガが外れれ ば、国に縛 られず自由な発展を謳歌できるようにな る。 し

5 1990年 環境面から提言された都市環境緑書と同様に、機能主義に立脚した都市計画思想への批判が見 ら

れる。



か し、自由市場の広域化が もた らすダイナミズムは、いいことづくめではない。伝統的な

農業分野に打撃を与えるだけでな く、経済活動の主要舞台である都市に市場統合の弊害が

端的に現れる。市場統合の利益 と同時に、マイナス面をEUレ ベルで直視 し、対策を考え

ようとしたのが 『都市アジェンダへ向けて』の発端だった。

『都市アジェンダへ向けて』は、格差が許容範囲内であれば、あとは市場まかせに して

も広域自由市場が自ず と健全に機能する--と いう楽観論を退けて いる。

市場が広域化 した ところで市場 まかせにすると、域内の都市間格差 ・都市内格差 ともに

広がる傾向が強 まる。協調的発展 を目指 して形成 されたEU統 一市場だが、都市が国境 を

越えた経済競争に放 り出されることによって様 々な格差がかえって拡大する。EU政 策の

役割は、市場統合以前 にあった経済格差 を是正す る一時的なものにとどまらな い。EU市

場で健全な競争を担保するためには、常に変動 し続ける都市内および都市間の格差 をEU

レベルで継続的に見張 り、適切に政策介入する ことが不可欠となる。

グローバル化や情報化、それにともな う工業か らサービス産業への転換 によ り、地政学

的な条件不利を乗 り越え られるのではないか という期待がる一部にあった。高度情報化社会

では、都市的集積のメリッ トが薄れ るとの見方 もあった。 しか し、グローバル化、情報化

がかな り進展 した今、現実 には経済発展 にとって地政学的、空間的条件が重要性 を失 うど

ころか、以前 にも増 して重要になっている。欧州 内でも、ロンドン-パ リの欧州主軸 に程

近い都市が、EU自 由市場の恩恵をよ り多 く受けている。他方、周縁部に立地す る過疎地

域は、一段 と過疎化傾向を強めている6。EU統 合市場の誕生によって、これ まで国内市場

に甘ん じていた中規模都市 も、EU市 場で新たな発展の方向性を見出す ことができるよ う

になった。しか し、同規模の中都市であっても、空間的条件の有利不利によ り、発展 の可

能性 に大きな開きが出る。

都市内でも、社会階層間の不均衡が強 まり、二極分化する傾向が顕著である。市場が広

域化することで雇用機会は一見増大するが、その恩恵にあずかるのは一部のエ リー ト層に

限定 される。他方、社会的に排除 された長期失業者は、逆に孤立を深めてい く。都市内の

社会的亀裂は深 まる一方である。現在の欧州都市人口を実質的に押 し上げているのは移民

である。経済の牽 引役である都市は移民を吸い寄せ る一方で、都市内では社会的に移 民を

排斥する力が働き、移 民の集住する孤立 した問題地区をつ くりだ している。経済力の強い

北部都市 に始まった この動きは、南欧都市 にまで波及 してきた。グローバル化は強い都市

や強い社会階層を偏愛 し、グローバル化 に見放 された移民や失業者の問題 を深刻化 させ る

な どの暗部を必ず伴 う。

『都市アジェンダへ向けて』第1章 であぶ りだ された諸課題を俯瞰 すると、失業問題 に

最 も力点が置かれていることに気付 く。あたかも、欧州都市問題は雇用問題に収斂 してい

6 北イタリアで活躍する地理学者Gデ マテイスは、都市システムの空間形態の違いに着目して、知識社会

において中心-周 縁の分極化がかえって加速するメカニズムを明らかにしようとした。彼は、前工業化社

会に対応するバランスのとれたスター ・ツリー型であるA型 、工業化社会によりA型 に中心-周 縁の偏

在が加わったB型 、都市が垂直・水平の双方向に相互に関係を結びネットワークを形成するC型 の3つ

に類型化した上で、欧州全体 を覆う都市システムの空間形態について考察している。そもそも経済的に潤

っていて都市が密に分布している地域ではC型 の形成が見 られ、都市が疎 らにしか分布 していない地域で

はC型 の形成が観察されない。したがって、ネッ トワークが力を発揮する知識社会にあってはネッ トワー

クの相乗効果により、格差拡大に拍車がかかると結論付けている(Dematteis,1996)。



るかのよ うである。その背景には、東西 ドイツ統合が引き金 となって、予想 を上回って急

激に悪化 した雇用情勢がある。東欧諸国の加盟を控えて、EUは 、雇用問題 に神経質にな

っている。市場の自由化で、東側の産業は競争力を失い、大量の失業者が見込 まれ る。第

一義的 には東側 の産業都市の問題ではあるが、人の移動が自由になるので、西側の都市に

とっては大量の移民予備軍の発生である。

『都市の欧州』(市 民向け都市アジェンダへ向けて)

欧州委員会は、「市民生活に影響する重要な決定をしているのに、欧州市民か ら見えない、

遠 い」 と常に批判 されてきた。1国 に匹敵する財源 と1国 を凌 ぐ巨大官僚組織 を持 ちなが

ら、一般市民には直接関係のない存在である。1990年 代、EUが 都市にフォーカスするよ

うになった背景には、「欧州委員会は市民の 日常にこれだけ役に立っています」とアピール

し、欧州市民とEUの 距離 を縮めなければな らないという危機感があった。多 くの欧州市

民に、EUが 市民生活にどのように貢献 しているかを知って もらうため には、人 口の集積

す る都市 を重視するのが最 も効果的である。

地域 政策総局を要 として欧州委員会は、『都市アジェンダへ向けて』(1997年)の 主 旨を

一般市民向けに書き改めて、同年 『都市の欧州、都市部におけるEU施 策 』(EC-Regional

Policy,1997c)と 題 して35頁 ほ どの小冊子 を発行 した[図5-2]7。 表紙 には、 ドイツの

ケル ン、南仏 プロバンス、イギ リスのオックスフォー ドの写真が並び、多様な魅力にあふ

れる欧州都市のイメージを表象 して いる。冒頭 に、『都市の欧州 』の 肖像が描 き出されてい

る。大都市はビジネス中心であ り、先端技術 にも長け、十分な国際競争力を備えている反

面、貧困、犯罪、交通渋滞、環境汚染な どの深刻な問題を抱えている。中都市は、経済的、

社会的、環境的にもほどよ く集積 し、新旧が調和 して快適な生活 を提供できるが、グロー

バル化 に取 り残 される危険がある8。それでも総体 としてみれば 「大中小様 々な都市が散 り

ばめ られて いる ことが欧州の魅力である」 と小冊子は述べている。

都市の多様性 を欧州の共有資産 とした上で、欧州都市が共通 して抱える課題 を、①都市

の社会的分極化、②都市経済、③ 交通 と都市構造、④都市環境、⑤都市 と文化、の5点 に

集約 し、これ らの課題に対 して現在進行中のEU施 策を例示して いる。総 じて 「EUは これ

ほ ど都市のために働いています」というメッセージが伝わってくる。全部で30ほ どの事例

が紹介 されている。構造基金を財源 とする地域政策関連の事例が最 も多 いが、紹介事例 に

は10ほ どの政策総局が絡 んでいる。『都市アジェンダへ向けて』第2章 でも、EUレ ベル

で都市のため に実施されて いる諸政策が整理されているが、 こち らは構造基金 と結束基金

に関す る事例 を中心に紹介 している。地域政策関連の主だった補助事業は第1章 で紹介 し

たので、 ここでは市民向け 『都市の欧州』を主 に参照 しなが ら、他の政策総局も関係 して

いる都市関連プ ロジェク トを概観する。

7 ル ・ガ レは、欧州委員会 小冊子 『都市の欧州』が、 「ドロールが野心的 に取 り組 んだ地方 ・地域 政体 を

取 り 込 ん だ 欧 州 ガ バ ナ ン ス の ダ イ ナ ミ ッ ク な 構 築 へ 向 け て 貢 献 し た 」 と 述 べ て い る 。 ( L e  G a l e s , 2 0 0 1 , 1 0 1 ) 。

8 欧州 化の文脈で 、国境を越えて中小都市の課題 と可能性 を論 じるシンポジウムが 、複数 開催 されてい る

生活労働条 件改 善 を目指す欧州 財団主催 「都市 のサ ステイナブルな発展の理想 と現実-中 小都市 にとって

の経済 ・環境 ・民 主政治 の新たな関係」が1996年9月 イ タリアの トリノで開催された(European Foundation

for the Improvement of Living and Working Conditions,1997)。 都 市計画 ・政策 の専門家 を中心 に 「中間 の都市

-都 市化 と持続 可能性」が1998年 スペイ ンの リェリダで開かれた(Bellet and Llop ,2000)。



図5-2『 都 市 の 欧 州 』(EC-Regional Policy,1997c)表 紙

① 都市の社会的分極化

「多 くの都市にお いて、かつて享受 できた市民としての連帯感がほ ころび、豊かな人(仕

事 を持ち、休暇 に出かけ、車に乗る人)と 貧 しい人の間に深い溝ができて しまった」。市場

の自由化、広域化が都市 にもた らした最大の害悪は社会的分極化だったとい う認識は、欧

州市民全般に共有 されて いる。政策 文書であれ、市民向けの情報であれ、都市問題の筆頭

に必ずあげ られるのが社会的分極化 である。

社会的に排除 されたグループを社会復帰 させる ことが求め られ るが、そのためにEUで

は雇用対策に力を入れてきた。雇用政策は主に雇用社会問題総局の管轄であ る。構造基金

の 目的3(長 期失業者 と若年失業者に主眼を置いた雇用対策)と 目的49(産 業構造転換に

ともな う雇用対策)を 合計 して、1994-1999年 に151.8億ECUが 支出された。Employment10

は社会基金ESFを 財源 とす る共同体主導プログラム(1994-1999年 、18.35億ECU)だ が、

その先行事例と して、タイ ン&ウ エア(イ ギ リス)の ウ ォーター ビル事業(1992-1993年)

がある。現場のソーシャルワーカーチームは、アウ トリーチ手法を取 り人れて若年失業者

の多い地区に進 んで入 り込み、対策 を最 も必要 としている人たちを取 り込む ことに尽力し

た。また、ダブ リン(ア イル ラン ド)の アミアン通 りに接する地区では、造船所が閉鎖さ

れて以来、世代交代を経て も失業率 は改善 しなかったが、教育に重点 を置いた施策が取 り

入れ られてか らは、状況が改善 した。統合的アプローチで政策効果を高めるために、共同

体主導INTEGRAプ ログラムが新設 された。

社会基金ESFは 、雇用社会総局単独のプログラムばか りでな く、第1章 でみた共同体主

導URBANや 先進的取組みUPPの 財源の一部(通 常、地域開発基金ERDFと 社会基金ESF

の比率は3:1)と な り、疲弊地区対策 の雇用対策 費に充て られてきた11。加盟国に再配分 さ

9 旧 目的3と 目的4が 統合 され
、2000-2006年 予 算では、 目的3に 一本化 された。

10 2000年 以降、 共 同体 主導Employmentが 消滅 し、代わ って、労働 市場 にお ける不公 平と差別 の克服 に

力点を置いた共同体主導Equalが 加 わ った。

11 第2章 でみた ように、2000年 以 降 、先進的取組 みUPPは な くなり、共同体 主導URBANの み となった。



れ る構造基金主要部分の うち、都市部の雇用対策に充て られる割合 も大きい。1997年 以降、

雇用対策は一段 と強化 された。地域雇用協定(Territorial Employment Pact)と いうフレーム

が新設され、都市相互の雇用政策に関する情報交換が活発化 した。

雇用対策以外で も、社会的分極化 を緩和する施策を展開 してきた。例 えば、1997年 を 『欧

州人種差別をな くす年』と定めて、 ドル トム ン ド、グラナダ、ロンドンなどで地方 自治体

やNGOを 支援 し、移民問題 と取 り組んできた。都市における女性差別の問題に対 しては、

『都市の女性についての欧州憲章』をまとめている。

注 目すべきことは、EUが 社会的に排除された人たちの問題は都市全体、市民一人一人

の問題であるという認識 を持っていることである。『都市の欧州』は 「社会的分極化が解消

すれ ば成長が期待できる。社会全体の将来可能性が広が り、全員の利益につながる」 と述

べている。

② 都市経済

EUは 、世界市場 における競争力を維持するためにつくられた。これはEU最 大の経済目

的であり、競争政策の成功なしには他のEU政 策は成 り立たない。こうしたグローバルな

文脈において、都市がカギを握 っている。グローバル経済の下で、都市は相互に協力し合

うというよりは、企業誘致などをめ ぐってむ しろ競争す る関係にある。大企業は、それぞ

れの都市的コンテクス トとは無関係に、経営 トップの判断でどの都市 に投資するかを決め

る。企業の一方的な都合で投資が決められ る。地元の都市生活の豊かさを高めることにつ

ながるか どうか とは別の判断である。雇用増に貢献することがあっても、その雇用が維持

される保証はない。

しか し、都市は一様 に企業誘致 を目標に して、 ビジネスサー ビスを充実 させ、優秀な人

材 を揃え、情報インフラを整え、ビジネス地区を整備 してきた。企業誘致争いに必死 にな

るあま り、かえって都市の個性を喪失し、同質化 に陥 って しまう。EUは 、もっぱら自己

の都合だけで動 くグローバル企業に都市が振 り回わされ ることがないように、その施策 を

打 っている。都市に住む人たちに豊かさを持続的にもた らす ことができる多様な競争力を

醸成 しようと、都市の手助けをして いる。「革新」 と 「富の創造」の対策である。

研究総局は、EUプ ログラムで先端技術開発支援RTDを 行 ってきた。第4次RTD計 画骨

子は、EU総 予算の4%に 相当する130億ECU(1994-1998年)を 計上 した。RTD予 算の多

くが都市部に投入され ている。 また、条件不利地域の情報イ ンフラ整備 に力を入れ、教育

や職業訓練 プログラム と抱き合わせて持続的に技術更新が行われる しくみを育ててきた。

社会経済研究プログラムに、1.12億ECUが 当て られている。1/2が 科学技術政策、1/4が

社会的排除・統合に関す る研究、残 りが教育職業訓練 に割 り当てられている。「革新」とは、

必ず しも先端技術開発に限定されるものではな く、社会的、政治的、文化的革新 もありう

る。

「富の創造」 に貢献 しているのが、地域インフラ整備な どを補助 している構造基金 と結

束基金全般である。主要な ものに、構造基金の 目的1と2が ある。第I部 でみたよ うに、

これ らの基金は都市部のみを対象 としているわけではな いが、少な くとも半分が都市部の

URBANの 手続きを簡素化するために、ESFか らの支出をな くしERDFに 一本化された。単に手続き上の

問題といわれているが、制度上、エ リアターゲットの統合的アプローチにおける雇用対策は薄れるかたち

となっている。



「富の創造」 に寄与 して いると考え られる。

市民向け 『都市の欧州 』は、食料品な ど日常品を扱う小規模商店 を都市経済の観点か ら

極めて重視 している。市場 まかせに しておくと、大手スーパーマーケットに押 されて伝統

的な商店街は先細 りになる。グローバル化に翻弄されず、安定 した生活 を守 るためには、

生活必需品の供給をグ ローバル市場に左右されやす い大手資本に過度に依存せず、小規模

商店が維持 される ことが大切だ としている。

リヨンの東側郊外では、地区の抱える複合的な社会問題を、商店街の活性化 を通 して解

決する道が模索 された。第I部 で述べた共同体主導URBAN支 援事業の一例で ある。

③都市構造 と交通 システム

1997年 『都市アジェンダへ向けて』は、機能別 ゾーニングによる都市計画 を痛烈に批判

していた。同年発行の市民向け 『都市の欧州 』は、よ り具体 的にゾーニング批判を展開 し

ている。

「今 日の都市の多 くが商業地区 と住居地区、歴史中心地区 と郊外ベッ ドタウ ンに分断さ

れて いる。夜間にはひと気のなくなるオフィスエ リア、ショッピングセンター、大学キャ

ンパスな どに切 り刻まれている。 自動車道が縦横無尽に張 り巡 らされ、ラッシュア ワーに

は交通渋滞となる。広場な どのオー プンスペースは、都市のオアシスであ り周辺のアイデ

ンティティとなるものだったが、今 日では車の往来が激 しく看板広告で溢れ る場にな り下

がっている。都市のあち こちに暴力と犯罪がはび こって いる。『都市の一元的分化 』が都市

の空間を孤立させ、雇用機会 を与えず、都市の空間における社会文化的生活 を疎外 して い

る」。

「これ ら都市の崩壊 の源は、現実とはもはや対応 しな くなった都市の姿 にある。過去 に

工業に依存 していた都市では、工場を中心にした過去の経済が都市構造を規定する場合が

あるが、都市は工場を失って久 しい。1930年 代に流行 した機能主義的建築家のおかげで都

市が急成長 した時代の遺物 を継承 し続けている場合もある。機能主義を信奉す る建築家た

ちは、都市をオ フィス、住居、商業な どの用途別ゾー ンに分割 した。その結果、人々はよ

り移動 し、交通量が増えた」。

用途別 ゾーニングにより計画された都市を克服する一助 として、EUは 自家用車利用を

低減す る政策 を誘導 してきた(EC-Research,2002)。 構造基金や結束基金 を活用 して、アテネ

の地下鉄、ダブ リンの都市内鉄道、 リスボ ンのタホ川にかかる橋な どを整備 してきた。研

究分野で も都市公共事業COSTプ ログラムで、幅広い専門家 を集めて交通を含 めて都市問

題 に統合的なアプ ローチを試みている。環境総局の補助金で、 ドイツ250都 市、スイス、

フランス、イ タリア、オース トリアの諸都市は、カー シェア リング(自 家用車の共 同利用)

を始めた。

④ 都市環境

第4章 でみてきたように、EUは 環境政策面か ら都市環境向上に多大な貢献を してきた。

1990年 緑書には じま り、1994年 オールボー憲章、1996年 報告書な ど、都市 自治体行政に

大きな影響を与えた。 また、都市環境改善に当て られたEU予 算としては、第I部 で述べ

たように地域 開発基金ERDFな ど構造基金の各種補助事業が金額的に最 も大きい。『都市

の欧州 』は、『ERDFの うちおよそ12億ECU(1994-1999年)が 都市環境改善 と産業跡地

再生事業に充て られ、7.4億ECUが 廃棄物処理、資源管理 に活用され るな ど、実態 として



は都市部に大きな利益 をもた らした」 と述べ、EUが 指摘 され るほ ど都市部 を軽んじてい

な いと弁明 している。

都市環境改善に充て られる基金 としては、構造基金に加えて結束基金の環境分野がある。

結束基金は、域 内で経済 レベルの低いスペイ ン、ポル トガル、ギ リシア、アイルラン ドの

4カ 国を対象 とし、環境分野と交通分野の基盤整備 を支援 している。結束基金は都市部 を

必ず しも対象 としてはいないが、ルー トラキオン(ギ リシア)の 水質浄化、イ ビサ島やム

ルシア(ス ペイ ン)の 淡水化事業な ど都市部に当て られて いるものが少な くな い。

思想的にはEUが 率先 して欧州都市環境政策をリー ドしてきた面があるが、直接EU予

算を活用 した補助事業 とな ると、問題が深刻で緊急性 を要するところに重点支援する こと

にな り、必ず しも先駆的事例が多 いとはいいがた い。そ うした中で、EUレ ベルの都市環

境 に対する新 しい姿勢 を反映 した興味深い補助事例として、バルセ ロナ(ス ペイン)の ラ

バル地区再生事業がある。この事業は、結束基金の環境分野として2.05億ECU(1993-1999

年)、 事業総額の75%に 当たる補助 を受けた。

結束基金は、 一般的にEU全 体の足を引っ張るインフラ整備の遅れを短期で集中的に取

り戻す ことを目的としている。そのため補助率が高い。結束基金の環境分野は、経済的に

弱いところに環境負荷が集 中しやす いという問題意識 に立ち、環境問題が引き起 こす格差

を緩和 しようとするものである。 したがって、大気や水の汚染な ど公害問題 を対象 とす る

場合が多 いが、バルセロナの補助事例は異色である。大気汚染や廃棄物処理など自然環境

に負荷を与える問題だけでな く、都市の建造環境 もまた環境問題の重要な要素であるとい

う思想に基づき、疲弊 した歴史 中心地区の建造 ・自然の両環境を環境分野 として とらえて

問題を解決 しようとした12。

地域開発基金や結束基金 と比べ ると金額的には小さいが、LIFEプ ログラムな ど環境政策

面か らの補助金 もある。

⑤都市 と文化

1993年 に発効 したマース トリヒ ト条約の第128条 は、EUの 責務として、「ナシ ョナルな

(国民国家単位では必ず しもな く地域的)多 様性を尊重 しなが ら、文化資産 を保全発展さ

せていくこと」を謳 っている。文化はしばしば都市で育まれてきた。貧富 を問わず、ロー

マ市民は トレビの泉を愛 してきた し、パ リ市民はエッフェル塔を、コペ ンハーゲン市民は

人魚 を都市のアイデンティティのよ りどころとしてきた。 これ らは、都市観光資源でもあ

る。これ らが保全すべき文化資産であることはいうまでもない。保全すべき文化資産 とは、

歴史的建造物 ・伝統芸能 ・伝統工芸のみではない。ラップミュージックや グラフィティの

ような現代都市の生んだ文化も含む。『都市の欧州 』は、「『文化 』とは、それぞれの地域 に

よって異なる人々と社会の関わ り方である」と述べている。新 しい経済活動や商業活動に、

文化が体現されて いる場合 も少な くない。モ ンペ リエ、ボープール、バルセロナ旧港、ベ

ル リンのタシェル界隈、アムステルダムのオペラ座界隈、 リバプールの ドックラン ド、ウ

ィー ンのアバ ンギャル ドセ ンターな ど、新 しい生活スタイル を発信する場に文化が息づ い

て いる。

このように広義に文化資産 をとらえた上で、EUは 文化資産の保全発展 を手助け してき

12 第8章 バルセロナで取り上げるラバル地区再生事業に結束基金は当て られた。



た。主な政策 ツールが構造基金と文化行動計画である。都市文化の保全育成の面で も、最

も金額的に大きな貢献 をしているのは構造基金(主 に地域政策総局管轄)で ある。第I部

でみたよ うに、都市パイ ロッ ト事業UPPの 多 くが歴史 中心地区を対象 としている。歴史中

心地区は、それ自体が保全活用すべき都市文化資産である。他方、支援規模は構造基金 と

比べると小さいが、文化政策面か ら文化行動計画(旧 情報通信文化総局担 当)が 実施 され

た。1990年 代前半には、毎年 にテーマを設定 して文化資産保全を支援 してきた。1990年 は

都市景観の要 とな る建物、1992年 は都市の記念碑的建造物 とその周辺、1994年 は行事や催

事の場となってきた歴史的な場所。建造物単体 を文化資産 として保全する発想よ り、む し

ろ都市的文脈のなかでな にを保全するかを考えている。研究総局では、都市文化 に関する

リサーチ プロジェク トを立ち上げて いる。

1985年 か らスター トした 『欧州文化首都』は、欧州市民に認知度が高 く成功 した試みで

ある。 これは、旧情報通信文化総局の担当で、毎年欧州の文化首都 を定め、その都市固有

の文化を広 く欧州市民に知ってもらう機会とすると同時 に、その都市で内外 の多様な文化

的イベン トを催 し、都市の文化度 を高めることを目的としている。グラスゴーは1990年 に

欧州文化首都 に選ばれたことが、文化のみな らず経済的にも都市を再生し雇用 を増やす呼

び水となった。

EUは 、経済至上主義的な価値観 に偏 って豊かな都市づ くりに手を貸そ うとしているの

ではない。「高齢者、若者、女性、ビジネスの トップ、移民、商店主、障害者、労働者、芸

術家な どあらゆる欧州市民が、明 日の都市に居場所を見出せ る」都市づく りを 目指 してい

ることを、広 く欧州市民に知ってもらおうと努力している。

II.5-2.『 都 市 ア ジ ェンダ へ向 けて』 以降

『都市アジェンダへ向けて』に対する他主体の見解

『都市アジェンダへ向けて』は、EUレ ベルで独 自の都市政策を持つための準備 文書で

ある。第1の ステップで課題を明 らかにし、第2の ステ ップで現在実行されている対策を

整理す るところまでを追ってきた。次のステ ップが、将来に向けてEU都 市政策 を描き出

す ことである。1997年 『都市アジェンダへ向けて 』第3章 では、将来へ向けた都市政策の

おおよその方向性が示された。

『都市アジェンダへ向けて』が公表される前後、2000年 以降の次期予算編成をにらんで、

第XVI総 局内の少数派 グループが都市にフォーカスして構造基金の配分を見直す案を模索

して いた。「1997-99年 は、大枠をめ ぐって競 い合 う時期 となった。単に都市問題をどう位

置づけるかに収ま らず、公共政策の優先課題 に議論が及び、構造基金を支出す る優先課題

に関する根本的な問題 となった。例えば、 ドィッやスカンジナビア諸国は、 これを機に、

環境問題 に対する取組 みを前進させたいと考えていた。他方、第XI環 境総 局もサステイ

ナブルな発展やアジェンダ21を 重点課題と位置づけて いた。イギ リスは、当時、保守系政

府の政策路線 の延長で、経済競争力、効率化、民主主義の強化、市民の選択 、サー ビスマ

ネジメン トな どの課題を前面に押 し出そ うとした。フランスは、 自国の都市政策路線寄 り

で、社会的テーマを優先的に進めたい意向を示 した」(Le Gal〓s,2002,102)。



都市政策の多様なステイクホルダー らも、欧州委員会へのロビー活動や議会を通 じて都

市を次期予算配分の論点に押 し上げるのに貢献 した。EUレ ベルの都市政策のあり方 につ

いて、加盟各国や地域政策担当以外 の総局の思惑に加え、その他のステイ クホルダー らの

影響力も無視できないものだった。都市政策 の多様なステイクホルダーらは、『都市アジェ

ンダへ向けて』に対 して見解を示 している。欧州議会、各国、地方 自治体、NPOは 、『都

市アジェンダへ向けて』を概ね歓迎 した。1996年 欧州サステイナブル都市報告書 をまとめ

た都市環境専門家グループ、地域委員会、ユー ロシティは、意見書 を提出 し、皆 『都市ア

ジェンダへ向けて』を評価する基本姿勢 を示 した。ただし、前2者 は、見解の異なる点を

意見書に盛 り込んでいる[表3,4,5-1]。

〈都市環境専門家グループの意見書〉

『都市アジェンダへ向けて』第1章 では、都市における課題群が、社会、経済、環境の

3相 で整理 されて いる。都市環境専 門家グループによる 『サ ステイナ ブル都市報告書』

(Expert Group on the Urban Environment,1996)の サステイナビリティの3側 面 と重なる。

前章で見たように、後者はサステイナ ビリティの三側面が像 を結ぶ場 として都市に注目し

て いた。それ に対 して前者の 『都 市アジェンダへ向けて』では、通 り一遍の雇用対策では

改善の兆 しが見 えない長期失業者問題 に対 して、都市の三相 を総動員 して解決の突破口を

見出そ うとす る意図がうかがえる。環境 、経済、社会文化の三側面か ら対象課題にアプロ

ーチ しようとする思想 は双方に共通 しているが、問題意識 と優先 目標が異なるために、微

妙なずれが顕在化 している。

サステイナビリティという用語に着 目す ると、その違いは歴然 とする。1996年 報告書は

サステイナビリティという大きな傘の下で、環境のみな らず経済 と社会までを幅広 く論 じ

ていた。環境学的エコシステムの思想 を社会や経済にも応用 し、サステイナビ リティとい

う環境発の概念が都市問題をす っぽ り包み込 んで いる。他方、1997年 『都市アジェンダへ

向けて 』では、サ ステイナビリテ ィという言葉はほとんど使われていない。環境政策的側

面は第4節 の都市環境に限定 され、それ以前 に論 じられている経済社会問題にサステイナ

ビリティの概念は間接的にしか反映されていない。ただし、都市環境の項 にのみ着 目すれ

ば、 自然環境 と建造環境の両面で都市環境をとらえる発想な ど、環境政策面の これまでの

成果が生かされている。都市環境問題を、大気汚染、排水、廃棄物、エネルギー問題な ど

狭義にとらえることな く、歴史 的な まち並みな どの文化資産や公共空間の質 を建造環境 と

とらえ、都市環境問題 に統合 している。1990年 都市環境緑書以来、環境政策面で積み上げ

られてきた発想である。

1996年 の報告書の編纂にあた った都市環境専門家グループは、1997年 『都市アジェンダ

へ向けて』に対 して意見書(Expert Group on the Urban Environment ,1998)を 提出 して いる。

同意見書は、全般的には1997年 欧州委文書を歓迎するとした上で、① 経済的側面が強調 さ

れている一方で、環境的側面が手薄 になっている、②都市部 を対象 とする既存のEU施 策

を、経済 ・社会 ・環境 の3側 面か ら評価すべきだ、③縦方向(EU、 国、地方)と 横方向(縦

割 り政策横断型)の 政策統合を目標 に掲げるべきだ、④都市部(urban)と 後背地 との依存

関係 を考慮すべ きだ、⑤次期加盟東欧諸国の都市問題が重要である、の5つ の点を指摘 し

ている。① については、1996年 報告書 に示 された諸政策を包み込む概念 としてサステイナ

ビリティの重要性 を再度強調 している。



1996年 『都市アジェンダへ向けて』が、経済の将来性や雇用の安定 を都市政策 の最優先

課題に掲げている点を批判 し、「欧州および地球規模でよ りサステイナブルな将来を実現す

ることを最大の目標 とするのであれば、環境負荷低減 にもっと重点をおくべきだ」 と主張

している。前章で見たように、同専門家グループは、環境容量に制約 される自然環境系の

エ コシステムに習い、都市でも社会系のエコシステムを構築することを提唱 してきた。 こ

の観点か ら雇用問題に対する考察 を深めて いる。彼 らは、循環系のシステム として都市を

とらえ、「自然資源の過大利用 と人的資源の過小利用」が失業を生んでいると分析 し、人的

資源をより活用 し、自然資源の浪費を抑えることで、失業 問題解消の糸 口を見出そ うとし

て いる。環境学的な観点か ら、省力化 を善 としてきた技術 開発に疑問を投 げかけている。

④ の都市と農村の相互依存関係に対する意見書指摘において も、有限な容量を前提 に循

環系のエコシステム構築にこそ、サステイナブルな将来が可能になるという一貫 した思想

がうかがえる。「都市は閉鎖系を形成 していない」から、後背地の農村と対で都市を広義に

とらえ、政策の対象 とすべきではな いかと進言 している。農村まで抱え込 んだ都市の概念

を取 り入れ、1997年 『都市アジェンダへ向けて』の都市計画 ゾーニング批判の主張 を発展

させ ることで、コンパク トシティを支持する姿勢を示 している。環境に配慮 した主要な都

市モデルとして、グリー ンシティとコンパク トシティをあげている。そ して 「極度 に都市

化 した欧州の現状では、スプロールを最大限抑制 し、コンパク トシティを目指す しか選択

肢はない」 と結論づけている。

〈地域委員会〉

よ り厳 しい姿勢で、『都市アジェンダへ向けて』を批判 したのが地域委員会だった。地域

委員会は、大筋では 『都市アジェンダへ向けて』を歓迎 している。その上で、同委員が提

出 した意見書(CoR,1998)は 、「都市が存在する限 り、都市は都市を取 り巻 く地域 に依存

している。水や食糧生産、製造業の原料だけでな く、労働の面で も、都市は地域に依存 し

ている。…他方、地域は遠い昔か ら地域の中核都市に依存 してきた。都市は様々な利便(商

業や通商、娯楽、教育、保健な ど)を 地域に供給 してきただけでな く、都市を取り巻 く地

域に住むひとたちに仕事 を与え、彼 らの収入源 となってきた」と述べ、都市と農村 の相互

依存関係を力説 している。

『EUに おけるサステイナブルな都市発展:行 動計画骨子』(1998年)

これ ら都市政策のステイクホルダーたちか ら出された意見 を考慮 した上で、再び欧州委

員会 は地域政策総局を中心 に、一年後、『EUに おけるサステイナ ブルな都市発展:行 動計

画骨子』(EC-Regional Policy,1998a)を まとめた。1998年 ウィー ンで都市 フォーラムが開

催 され、同骨子に示された24の 行動計画が採択 された。24の 行動計画は、経済、社会、

環境 の3分 類に都市統治のしくみを加え、4つ に分類されている[表5-2]。

1998年 ウィーン都市フォーラムは、欧州 を都市という側面か らみれば大きな躍進 となっ

た。都市の関係す るあらゆる問題が討議された。そのテーマは、環境、生活 の質とサステ

イナ ブルな発展、社会的排除、経済競争力、交通 と欧州ネッ トワーク、住宅、パー トナー

シップのあり方、建造環境 を更新するのに新技術 を適用す ること、健康の問題、文化、ガ

バナンス、国境を越えた協力な ど、広範に及んだ。ワークショップでは、都市総局の創設

が提案 された。縦割 り政策 をもう1本 付加するための新局案ではな く、従来の個別政策総



局 とは性格の異なったよ り横断的な政策総局としてイ メージされていた。あるいは、独立

した総局 とす るのではな く、都市担当委員(EU大 臣)を 置 くという提案 もあった。EUレ

ベルに都市政策 という新たな枠組みをつ くろうという方向で議論が盛 り上がった13。

欧州委員会の提示 した 『アジェンダ2000』 をめ ぐり、2000年 以降の予算折衝が大詰めだ

った ころでもあった。 トローヤ ン欧州委事務総長は、1998年 ユー ロシティのセ ミナーで、

地域政策の主幹 をなす 目的1地 域に対する基金支出のあ り方について、都市の戦略的役割

を重視する発言 をしている。 「第1に 、都市や町の成長の動力(growth engines)と しての

役割を探求 し政策の質 を高めることができる。第2に 、社会経済開発政策 に地方の政策決

定者を巻き込む ことによ りEU政 策の法的根拠が固ま り地方での認知理解度が高まる。第

3に 、パー トナー シップの構図が広が り、地方のエネルギー を活性化す る」 と3つ の理由

をあげ、都市の役割を戦略的に活用す ることによって、EU地 域政策 の効果 を高める方向

に期待を示 した。『アジェンダ2000』 に示された予算案が成立すれば、21世 紀の早い時期

に、都市総局、あるいはそれに類似 した しくみができるのではないか と思われた。

1998年 行動計画骨子は、環境面でも1997年 『都市アジェンダへ向けて』を一歩実践に

近づける内容 とな っていた。1998年 行動計画骨子は、「サステイナブルな都市発展」 とい

う表題にみ られるように、1997年 『都市アジェンダへ向けて』より、サステイナ ビリティ

に配慮を示 していた。これは、先述 した都市環境専門家グループの意見書を勘案 した もの

と考え られる。ユー ロシティは、 フォーラムに参加 し、独 自の提案を公表 した。行動計画

骨子 は、実践へ向けて踏み出しただけに、抽象的な概念を具体化する難 しさも浮彫 りにな

った。行動計画には、エコラベル、環境規制、汚染予防、汚染者負担の原則な ど、わが国

で もよく聞かれる都市環境対策のメニューが充実 していた。 しか し、先の意見書が有限な

環境容量か ら発想 して価値観の大転換を要望 したのに対 して、加算的に環境面 をよ り重視

した内容にとどまっていた。「1998年 のウィー ン都市 フォーラムは、サステイナ ブルシテ

ィ政策の新境地を拓 くのではないか」 という期待がふ くらんでいただけに、失望の声 も少

な くなかった。

1998年 のウィーン都市 フォーラム以降、地域政策総局が リーダー シップをとったサステ

イナブルシティへ の取組みは足踏み状態にある。厳 しい予算制約 の現実が重 くの しかかっ

て いる。

ル ・ガレは、「この(都 市)政 策分野をめ ぐっては不確かな点が多く、制度化へ と直結す

るシナ リオがあると考えるのは間違いであろう」(Le Gal〓s,2002,103)。EU都 市政策 には

法的根拠がないうえ、先述 したような厳 しい政治状況 を受 けて、予算が事実上減額 され る

事態 とな り、欧州委員会は都市政策を構築 していく力量に欠け、政治力も物足 りな い状態

で、EU都 市政策が醸成 され る環境にあるとはいえな い(Atkinson,2001,400)。 都市政策 を

13 EU都 市政策創設に向けた動きは、マース トリヒト条約に向けた交渉過程で一度浮上している。1991年 、

ユーロシティはじめ社会経済諸団体の声をバックに、欧州委員会はマース トリヒト条約にEUレ ベルの都

市政策権限を盛り込もうと試みたが、加盟各国の反対に合い一度は矛先を納めた(Tofarides,2003,252)。

1993年 、当時地域政策担当委員B.ミ ランは、ユー ロシティの会議で、「われわれは、国 ・地域 ・地方レ

ベルで構想された都市政策を実行していく手助けとはな りうるが、われわれ独自の都市政策を構想しよう

とはしていない」と慎重なスタンスをとっている。(Tofarides,2003,63)1993年 マース トリヒ ト条約で一

気に地域政策が拡充されていった勢いに乗って、2000年 以降の予算折衝の過程でにわかに再浮上した。



核 にEUレ ベルの政策を強化 し、政策統合 を進めよ うという欧州委員会の思惑は狂って し

まった。緊縮予算 となったため、2000年 以降、都市重視 の方針は遵守されつつ も、都市向

け予算は加盟国に再配分 され、EUレ ベルの政策手段はむ しろ切 り詰められて しまった。

ささやかな共同体主導URBANす ら廃止の崖 っぷ ちに立たされている。

1990年 代、一度はEU都 市政策創設に向けて得た勢いが座礁 している現実に対 して、今

後の展望 は様 々である。パーキンソンは、EUレ ベルの都市政策の役割はすでに終わった

という見解に立ち、各国の都市政策の充実を主張 している(パ ーキ ンソン、2001)。 彼は、

1992年 「都市化 と欧州共同体 における都市の機能」と題するレポー トを地域政策総局の依

頼でまとめ、1997年 都市アジェンダへ向けて、1998年 行動計画骨子など一連のEU都 市政

策への気運の高揚を後 に生む政策の種を蒔いた人物である。その彼は現在、イギ リス副首

相プレスコッ ト官房都市再生特別室のブレーンとして、イギリスの都市政策 に尽力して い

る。先述 したよ うにEU都 市政策の最後 の砦 とな っているURBAN不 要論 をいちはや く2000

年の予算折衝時点か ら主張 している。他方、同じイギ リスの都市問題専門家なが ら、ア ト

キ ンソンは、EU都 市政策の行 く先が不透明な今、「社会的次元での取組みが緩慢で、経済

成長 を阻害 し競争力を削 ぐ要因として都市問題が重 くの しかかっている今 日、EUが 都市

政策実験 を支援 し続 け、優 れた実例 を広め て いく ことが短期的 には期待 され て いる」

(Atkinson,2001,400)と 、EU都 市政策にしか担えない役割があることを主張 し続 け、長

い目でEU都 市政策の土壌が熟すのを待つスタ ンスを取っている。

いずれ にせよ、都市を中核にEU政 策全般 を再編する気運は、1990年 代後半に比べて大

きく落ち込んでいる。「都市 と地域が手 を携えて欧州をつ くっていくという ドロールの描い

たダイナミズムは、欧州委員会委員長がサ ンテールからプロディへと継承されていく時期

に、薄れていった。ここ数年、加盟各国は欧州委員会 をよ り間近で監視 し、欧州統合の深

化へ向けた明 らかな動きを未然に防 こうとしている。農業および地域政策な どを含む複数

の政策分野で、加盟各国(特 に ドイツ)は 国 レベルに権限を取 り戻す ことを主張 している。...

ドイツの新 しい諸州、ベルギー、スペイ ンの 自治州は、彼 らの自治権が侵害 され ることを

恐れて欧州統合深化の動きを警戒 して いる。特に ドイツの諸州は、EUレ ベルで都市 の貧

困に対する政策が開発されることに強行に反対した。」( ( L e  G a l e s , 2 0 0 2 , 1 0 3 )。

予算制約に阻まれてEUレ ベルのサステイナブル シティ政策が失速気味な ことに、ユー

ロシティのA・ ファンデフェンは 「1998年 のウィー ン都市フォーラムで採択 された行動計

画のうち、EUは 何を実践 してきただろうか。サ ステイナブルな発展に向けた行動計画骨

子は絵 に描いた餅 に終わっていないだろうか」14と抗議 している。

現在、EUの サステイナブルシティ政策 は、新 たな課題に直面 し次の展開が見 えにくい

状態にある。サステイナ ビリティは環境のみな らず社会や経済 を包摂 した概念であ り、対

象が広すぎて具体的な政策課題 にのせ るのがむずか しい。「サステイナブルな発展」は、抽

象レベルの政治的合意であって、直訳 して個別政策にブレイクダウンすると間違った方向

に進みかねな い。

14 1999年9月 ユー ロシテ イ、ブ リュッセル事務所 にて ヒア リング。



表5-2『EUに お ける サ ステ イナ ブルな都 市 発展:行 動 計画骨 子 』(EC-Regional Policy,

1998b)よ り筆 者作 成。

II.5-3.小 括

1997年 『都市アジェンダへ向 けて』および1998年 『行動計画骨子 』は、個別縦割 りの

性格が強いEUレ ベル政策 に対 して、地域政策のリーダーシップで、都市という横断軸 を

与えた。EUレ ベル政策が拡充 して いった1990年 代に、多数の政策分野で都 市が重み を増

して いる実態 を明 らかに し、その事実に立脚 してその後の都市政策を展望 した。これ は、

EUレ ベル政策が農村部 に比 して都市部を軽視 しているとの批判をかわす と同時に、欧州

委員会が随所で行われている都市関連施策を統合的に把握することで協調を可能に し、よ

り政策効果を高めようとするものだ った。その陰 には、欧州委員会の長期的な戦略が見 え

隠れ している。すなわち,欧 州委員会は、EUレ ベルで取 り組むべき都市問題を明 らかに



することで、地域間格差是正にとどまらず、EUレ ベル政策の持続的な役割 を主張 してい

る。EU統 合市場の落 とし子である都市問題に対 しては、個別都市の行政や各国の都市政

策だけでは力不足で、EUレ ベルの都市政策が不可欠である--欧 州委員会は 『都市アジ

ェンダへ向けて』に託 して、EUレ ベル政策の展望 を示 している。

『都市アジェンダへ向けて』から 『行動計画骨子 』までのプロセスは、欧州委員会内の

様々な政策分野の共通項 として都市が有力であることを明 らかにしたのみな らず、欧州委

員会外からEUレ ベル政策 に働きかけを強めてきた活動主体 とのインターフェイスがEU

レベル政策に建設的な展開を与えうることを示 した といえる。都市環境専門家グルー プが

介在 して環境政策 と地域政策のインターフェイスが充実 した。同グループが 『都市アジェ

ンダへ向けて』に対 して提出 した意見書は、失業問題 に翻弄されて加速度的な都市開発政

策容認に傾きかけた都市政策 を牽制 し、EU都 市アジェンダをサステイナ ブルな発展の方

向に引き寄せようとする ものだった。両者を隔てる溝の深 さが明 らかになった半面、それ

を互いに認識 しつつ雇用開拓 と環境保全の課題が都市問題 として統合的に取 り組 まれ る道

が見 えてきた。1年 後の行動計画骨子 は 「サステイナブルな都市発展」 という言葉が前面

に打ち出された。

都市以外は闇なのか--1997年 『都市アジェンダへ向けて』が公表 されたのちオープン

な議論で最 も問われた点のひ とつだった。『都市アジェンダへ向けて』は多方面か ら高く評

価 されたが、都市 を一方的に持ち上げすぎていたのではないかという反論が出た。前出の

都市環境専門家グルー プは、環境的アプローチか ら都市 と農村を統合的にとらえる視点が

欠如 していると指摘 した(Expert Group on the Urban Environment,1998)。 また、地域委員会

は、「都市問題 を検討 し都市政策 を編み 出す ときには、機能的都市地域(functional urban 

region)の レベルで考 えること」を欧州委員 会に求めた15。機能的都市地域 とは、単一ある

いは複数都市と周辺エ リアを含み、地方 ・地域経済 と対応 し、市民の日常行動圏とほぼ合

致するエ リアを意味 して いる。彼 らは、都市が注 目されたのを好機 ととらえて、都市のは

らむ地域の重要性を主張 し、EUに おいて国民国家に対する地域の相対的比重を高める戦

略に出ている。国民国家 をブレイクダウンした伝統的地域 とは一線を画 し、都市を窓 口に

した地域 という新たな地域概念が浮彫 りになった。

本章で考察した 『都市アジェンダへ向けて』を中心とした動きは、価値や立場を異にす

る主体が共有できる政策 を探っていくひとっのプロセス を示 している。よ り多 くの主体が

それぞれにインセ ンティブを持って取 り組む ことのできる方向へ と裾野を広 げ、実効性の

高いサステイナブル シティ政策へと収斂 していくプロセスにおいて、EUレ ベルの都市政

策は多様な主体のイ ンターフェイスの場 として機能 した といえる。

15 「都市に関する欧州委文書(都 市アジェンダへ向けて
、行動計画骨子)もESDPを 展開させていくこと

の重要性について触れているが、地域委員会と経済社会委員会の両EU諮 問機関は、『都市アジェンダへ

向けて』に対する意見書で、ESDPを 、都市地域に対する個別政策を評価分析 し、個別の取組みをコーデ

ィネー トする共通の枠組みとして、発展させていくことの大切さを強調した。また、欧州 レベルでの都市

問題を議論する共通の枠組みを提供するものとしてESDPに 期待した」(Atkinson,2001,390)。 両委員会の

意見書の意図は、都市政策を空間政策に位置づけることで、都市が地域の牽引役となり社会的な結束を高

める方向へと誘おうとするものである。




